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2019年度事業報告の作成にあたって

理事長 小 野 興 子

急速に進展する少子化により、学生・生徒の定員未充足が続くという厳しい状況の下で迎えた

２０１９年度、大学、中高、こども園、各々は生き残りを賭けて、教育・保育の質の向上のため

の改革と入学者確保に全力を注いだ一年でした。

具体的には、大学は２０２０年度開始となるカリキュラム改革を実行するとともに、２年連続

となる１５５名の定員を大きく上回る入学者の確保を達成しました。中高は「未来への礎プロジ

ェクト」での校舎大改修によって最新の教育環境での授業を開始し、教育環境・教育内容で他へ

の優位性を実現いたしました。こども園は認定こども園の特徴を活かしつつ、出来る限り質の高

い幼児教育・保育を提供してまいりました。

一方で、創立から１３０年目の記念すべき年にあたり、ギッシュ・ジョージ理事長・院長の下、

山梨英和学院全体として、以下の各種記念事業・行事を行いました。

「創立１３０周年記念誌発行」「山梨英和学院史料室展示」「中村哲氏を招いての記念講演会」「笹

子峠を歩いて越える会（台風の影響で中止）」「ALL 山梨英和学院クリスマス礼拝」

「山梨英和中学校・高等学校『未来への礎プロジェクト』と同募金事業」

これらの事業・行事を行うことで得たものがあります。それは、これまで以上に３部門全体が

一つの山梨英和であるという一体感を味わえた事であり、１３０年の歩みを振り返って確認した

山梨英和の原点、つまり、キリスト教の信仰に基づく人間形成の教育・保育の提供が、本学院の

教育の本質である事、そして校訓「敬神・愛人・自修」の大切さの再確認でした。このように２

０１９年度は原点に立ち返ることができた大切な１年間であったと思います。

今、あらためて創立から１３０年という歴史とその歴史に関わった多くの先達を覚える時、か

けがえのない歴史の重みとその有難さを感じずにはいられません。１３０年の中で、教育現場の

最前線で働かれた先生方、それを背後からサポートした方々、経営のかじ取りを担った方々、皆、

山梨英和の歴史を担った方々です。そして、今、私達もこれから未来に続く山梨英和の歴史の担

い手として、今、与えられた使命を果たさなければなりません。

ギッシュ・ジョージ理事長・院長の下、２０１９年度中に２０２０年度の学院年度聖句「し

かし、神が据えられた堅固な基礎は揺るぎません」（テモテへの手紙Ⅱ２‐１９a）が選定され

ました。

２０２０年度が始まった今、私達に求められていることは、この堅固な基礎にしっかりと立

ちながら、教育への社会のニーズの変化に対して機敏に対応しつつ、山梨英和がなすべき教

育・保育を自信を持って提供していくことです。

私は、ギッシュ・ジョージ理事長・院長からバトンを渡されました。このバトンを全教職

員・全役員の皆様方とともに、しっかりと未来へ繋いでいきたいと願っております。



Ⅰ 法人の概要

１ 学校法人の概要

2 建学の精神、教育理念

① 建学の精神・設⽴趣旨

山梨英和学院は、明治22年（1889年）まだ女子教育の重要性が殆ど自覚されていなかった

山梨県において、すでに熱心なキリスト教信仰を与えられていた市民の有志が、当時カナ

ダ・メソジスト教会によって東京と静岡に設立されていた学校（東洋英和と静岡英和）に

続いて、甲府にも新しい時代の国際社会の中で活躍しうる女性の育成を目的とする学校設

立の事業に対して、同じ教会の女子宣教会に支援を求めて発足したものです。

② 校訓

学校法人山梨英和学院が設置する各学校共通の校訓は、｢敬神｣･｢愛人｣･｢自修｣です。

｢敬神（神様ありがとう）｣とは、神を敬うことです。

｢愛人（人には親切）｣とは、自分を謙虚にさせる他者への思い・人を愛することです。

｢自修（自分のことは自分で）｣とは、自分自身を磨き､深め、成長させることです。

※括弧内は、幼稚園児用の表現です。

③ 教育理念

山梨英和学院は、キリスト教信仰に基づく人間愛と国際友好の精神に満ちた自立的人間の

育成を「教育理念」としています。

3 学校法人の沿革

山梨英和学院は、山梨県下最初の女子教育機関として、カナダ婦人ミッションと数名のキリスト者青年実

業家との協力により設立された学校であり、東洋英和女学院（1884年創立）、静岡英和女学院（1887年

創立）とともに、カナダ・メソジスト教会を母体とする三英和の一つです。

新海栄太郎と県下有志及びカナダ婦人宣教師団の協力により「山梨英和女学校」

が認可設立される。

6月1日甲府市太田町｢佐渡屋｣にて開校、修業年限３カ年と定める。

開校式を挙行する。

甲府市百石町に校舎完成移転する。

甲府市愛宕町に新校舎完成移転する。

設置者を「財団法人山梨英和女学校」とする。

校名を戦時体制下の要請に応じ「山梨栄和女学校」に変更する。

中学校令に基づき「山梨栄和高等女学校」とする。

「山梨栄和中学校（新制）」を設置する。

設置者を「財団法人山梨栄和学院」とする。

「新制山梨栄和高等学校」を設置する。

法人名

理事長名

所在地

学校法人 山梨英和学院

小野 興子

〒400-8508 山梨県甲府市横根町888番地

055-223-6010

1989（明治22）年4月

教育基本法及び学校教育法に従い、キリスト教の信仰に基づく人間形成の学校教育を行う。

電話番号

設立年月

目的

「山梨英和女学校付属幼稚園」を設立する。（～1946(昭21).6）

1889(明治22)年 4月 

1889(明治22)年 6月

1889(明治22)年11月

1891（明治24）年10月

1906（明治39）年11月

1911（明治44）年 4月

1939（昭和14）年 3月

1941（昭和16）年 4月

1943（昭和18）年 4月

1947（昭和22）年 4月

1948（昭和23）年 3月

1948（昭和23）年 4月
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「山梨栄和幼稚園」を再開園する。

「韮崎栄和幼稚園」を設置する。

設置者を「学校法人山梨栄和学院」とする。

に改名する。

「山梨英和短期大学（国文科・英文科）」を設置する。

「石和英和幼稚園」を設置する。

短大の学科名称を「国文学科（旧国文科）」、「英文学科（旧英文科）」に変更する。

山梨英和幼稚園を甲府市上町に新築移転する。

短大に「情報文化学科」を増設する。

短大を甲府市横根町に新築移転する。

高等学校を旧短大校舎に移転する。

ニケーション学科（旧英文学科）」に変更する。

2013（平成25）年 4月 石和英和幼稚園に保育部を設置し、幼稚園型認定こども園の認定を受ける。

石和英和幼稚園を廃止（2015年3月）し、「認定こども園山梨英和プレストンこども園

を設置。山梨英和幼稚園を「認定こども園山梨英和カートメルこども園」に、韮崎英和

幼稚園を「認定こども園山梨英和ダグラスこども園」に名称変更する。

｢幼稚園型認定こども園山梨英和カートメルこども園｣及び｢幼稚園型認定こども園山

梨英和ダグラスこども園｣を廃止(2017年3月)し、子ども子育て支援制度による幼保連

携型認定こども園｢幼保連携型認定こども園山梨英和カートメルこども園｣及び｢幼保

連携型認定こども園山梨英和ダグラスこども園｣を設置する。

4 設置する学校・学部・学科等

① 学校名、目的

目 的

キリスト教の信仰に基づき広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究す

るとともに、知的、道徳的及び応用的諸能力を展開させ、もって国際的視

野に立つよりよき社会人としての人間形成を行う。

キリスト教の信仰に基づき、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥

を究め、もって国際的視野に立って文化の進展と地域社会への貢献に寄与

する。

山梨英和中学校 教育基本法及び学校教育法に従い、女子に中等普通教育（高等普通教育）

を施し、キリスト教による人格の陶治と、平和を愛し、自由を尊び、献

身奉仕の精神に富む国民を育成する。

キリスト教による幼児の教育・保育を行い、良い環境の中でその心身の発

達を助長する。

学 校 名

山梨英和大学

山梨英和大学大学院

山梨英和高等学校

山梨英和こども園

（カートメル、ダグ
ラス、プレストン

設置者を「学校法人山梨英和学院」に改名し、各設置学校名を創立以来の｢英和｣

短大の学科名称を「日本文化コミュニケーション学科（旧国文学科）」、「英語コミュ

短大を男女共学とする。

石和英和幼稚園を隣接地に新築移転する。

「山梨英和大学人間文化学部人間文化学科」を設置する。

短大の学生募集を停止する。

「山梨英和大学大学院人間文化研究科臨床心理学専攻（修士課程）」を設置する。

「山梨英和短期大学」を廃止する。

1949（昭和24）年 4月

1950（昭和25）年 4月

1951（昭和26）年 4月

1958（昭和33）年11月

1966（昭和41）年 4月

1968（昭和43）年 4月

1969（昭和44）年 4月

1986（昭和61）年 4月

1991（平成 3 ）年 4月

1996（平成 8 ）年 4月

2004（平成16）年 4月

2004（平成16）年 5月

2015（平成27）年4月

2017（平成29）年4月

1999（平成11）年 4月

2001（平成13）年 4月

2002（平成14）年 4月
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② 学校・学部・学科等の学生数の状況

（注） 認定こども園の入学定員は利用定員

5 役員・評議員の概要

① 役員の概要

学 校 名 学部等 学科等

2019年5月1日現在（単位：人）

開設年度 入学定員 学生等数

平成16
（2004）

1412

幼保連携型認定こども園山梨英和ダグラスこども園

山梨英和中学校

山梨英和高等学校 全日制課程 普通科

人間文化学部 人間文化学科

山梨英和大学 大学院 人間文化研究科

三 井 貴 子 常 勤

常務理事 大 木 正 人 常 勤

理 事 長 ギッシュ・ジョージ 非常勤

常務理事 菊 野 一 雄 常 勤

155

120

70

140

100

165

762

理 事 岡 田 恭 子 非常勤

理 事 横 手 征 彦 非常勤

理 事 小 野 興 子 非常勤

常務理事 古 屋 秀 樹 常 勤

常務理事 野々垣 健 五 非常勤

常務理事

理 事

579

299

191

116

91

125

1,415

区 分 氏 名 常勤・非常勤の別

平成14
（2002）

明治22
（1889）

明治22
（1889）

平成29
（2017）

平成29
（2017）

平成27
（2015）

合 計

2020年3月31日現在

区 分 氏 名 常勤・非常勤の別

幼保連携型認定こども園山梨英和プレストンこども園

理事：定員15名、現員15名 監事：定員2名、現員2名

幼保連携型認定こども園山梨英和カートメルこども園

牛 山 晶 子 非常勤

理 事 佐 柳 信 男 常 勤

理 事 糟 谷 理恵子 常 勤

監 事 水 上 浩 一 非常勤

監 事 鈴 木 美穂子 非常勤

理 事 吉 馴 明 子 非常勤

理 事 青 木 達 彦 非常勤

理 事 若 林 一 美 非常勤
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② 評議員の概要

6 教職員の概要

※兼務職員には学校医等の人数を含める。

区 分
教 員 職 員 計

本務

学識経験者

山 中 光 子 中高卒業生 進 藤 中 学識経験者

五 味 恵美子 短期大学卒業生 上 原 重 樹 学識経験者

2019年5月1日現在（単位：人）

篠 原 義 明 学識経験者

小 野 興 子 中高卒業生 飯 島 正 敏 学識経験者

若 林 一 美 学識経験者

佐 柳 信 男 大学教職員 髙野 孫左ヱ門 学識経験者

薬 袋 洋 子 学識経験者

若 尾 真由美 中高教職員 野々垣 健 五 学識経験者

小 島 章 弘 学識経験者

横 手 征 彦 教団の教職 吉 馴 明 子 学識経験者

学識経験者

三 井 貴 子 中高校長 功 力 弘 学識経験者

氏 名 摘 要 氏 名 摘 要

2020年3月31日現在

定員31名、現員30名

ギッシュ・ジョージ

岡 田 恭 子 中高卒業生 野 口 英 一

高 橋 寛 子 大学教職員

堀 内 栄 子 こども園教職員

糟 谷 理恵子 中高教職員

古 屋 秀 樹 事務局長

大 木 正 人 こども園長 大和田 浩 二 学識経験者

院長 牛 山 晶 子 短期大学卒業生

菊 野 一 雄 学長 青 木 達 彦

兼務 本務 兼務 本務 兼務

山梨英和大学

山梨英和中学校･高等学校

山梨英和カートメルこども園

83

山梨英和ダグラスこども園

山梨英和プレストンこども園

山梨英和学院法人本部

計

28

34

8

8

5

0

56

29

19

14

19

0

137

21

9

1

0

0

7

38

77

41

25

19

29

3

194

21

12

6

5

10

3

57

49

43

9

8

5

7

121
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Ⅱ 事業の概要

学校法人山梨英和学院の設置する大学，中学校・高等学校，カートメル認定こども園，ダグラ

ス認定こども園，プレストン認定こども園及び学校法人の 2019 年度事業の結果，進捗状況，今後

の課題等は，以下のとおりである。

１ ⼭梨英和大学

○ はじめに

２０１９年度予算の策定に当たっては、予算編成方針に示された『部門毎の事業活動収支の

均衡を原則としつつも、中長期経営計画に掲げる諸事項・諸施策を確実に執行し成果を上げな

ければならない。ゼロベースを基礎とした経費の見直しを行い、業務の合理化、効率化を進め

ると共に不要経費の削減は不断に行っていく。』という理事会の経営方針を遵守し、単年度の収

支バランスの均衡を図るべく、①支出項目・内容の見直し、②個別事業等の検証に基づく不要

不急費の削減、③受益者負担の原則化、等に基づき支出削減を行い、単年度収支における支出

超過の削減に取り組んだ。

２０１４年度以来の学生数減による収入減少の状況に加え、２０１７年学部１年次入学者数

が９４名と危機的な状況となったことから「緊急入試対策」を講じ、２０１８年には、学部１

年次入学者数１３９名を確保した。続く２０１９年の学部１年次入学者数は１７７名となり定

員を超える入学者を確保した。２０２０年も定員を超える入学者の確保は決定的で状況は好転

しつつあるが、引き続き外的環境は厳しいものになると予想されるため、一層気を引き締めて

大学運営に臨みたい。

予算編成については、学長の強いリーダーシップの下で、全ての教職員が入学者目標値以上

の入学者数確保に向け、一丸となり全力で邁進すると共に教職員で現況を共有し協力の下で、

２０１９年度の単年度収支における支出超過の出来る限りの減少を目指し行ったが、収入（入

学者・在学生）の減少、中長期経営計画実行に係る必要経費の計上等から、２０１９年度単年

度で６、０００万円程度の支出超過となる予算となった。

なお、山梨英和学院中長期経営計画（大学部門）において、次の諸計画が策定されたことか

ら、山梨英和大学中長期経営計画実行委員会及び必要なワーキンググループ（改革検討委員会）

を設置し、選択と集中に基づき、諸実施計画案を年次計画的・段階的に立案し、その計画実現

に向け、必要な事業経費の計上を行った。

１. 定員充足率の向上目標必達

２. 英語教育カリキュラムの改革

３. 奨学金制度の見直しと拡充

４. グローバル化への取り組みを強化

５. 新学部、新学科設置及びカリキュラムの抜本的改革

６. ２０２１年度からの大学入試改革への対応

７. 就職活動指導・支援体制の強化と拡充

８. 教育の質の更なる向上

９. 地元・東京圏にある他大学との連携の強化と海外の大学との提携ネットワークの拡充

１０. 在学生・卒業生の山梨英和大学の誇りと自信の涵養
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１１. メイプルカレッジによる社会貢献活動の体制作りと実践

□ 基本方針

（１）選択と集中

不必要なもの、無駄なものを徹底的に洗い出し、大学にとって集中すべきコア・コンピタン

スとは何かを徹底的に解明し、中期・短期の実現可能な改革案を徹底的に洗い出し、教職員

の叡智を結集し、諸計画の具体化と実現を行った。

（２）諸方策の検討、実施

① 学長中心のガバナンスにより、意志決定と変革のスピードを上げ、諸方策の検討を行い、

実施した。

② 山梨英和大学中長期経営計画実行委員会の下に、カリキュラム検討委員会（カリキュラム

検討）、英語教育改革検討委員会（英語教育改革）及びメイプルカレッジ運営委員会を設け、

様々な方策の検討を行い、実施・進捗管理した。

③ 教育研究環境の充実・発展の基本となる財源確保（入学者確保）と共に業務の合理化・効

率化のため様々な方策を各段階において検討を行い、実施した。

④ 顧問（コンサルタント）からの大学の直面する諸問題点等に対する指摘、改善方策の教示

及び指導を参考として、経営改善に資する諸策の検討を行い、実施した。

⑤ 無期労働契約への転換、働き方改革等の国の施策を踏まえた法人としての方針・方策の実

現・実行のための検討を行い、実施した。

（３）予算編成

① 以上を踏まえた中長期経営計画実行のための予算編成及び予算措置を行った。

② 予算積算においては、厳しく積算することから、教育・研究・運営・施設設備等に係る追

加的重点事項・突発的事項に対応するため、相応の学長裁量費の計上を行った。

□ 教育及び研究関係

（１）重点事業

（イ）カリキュラム検討

① 入学者確保のために人間文化学部とは何かを踏まえ、理想形としての「キリスト教の英和」、

「リベラルアーツの英和」、「英語の英和」、「専門性ある教養人・社会人を育成する英

和」を目指し、カリキュラムを検討した。

２０１９年度はカリキュラム検討会を合計１８回開催し、２０２０年度入学生の新カリキ

ュラムについて検討し、全学年ゼミの必修化及び６つの新たなプログラム（①公認心理師

課程プログラム、②司書課程プログラム、③英語強化プログラム、④ICT プログラム、⑤日

本語教師養成プログラム、⑥山梨地域コーディネータ養成プログラム）を新設することを

決定した。

② カリキュラム全般の改訂は、１年次必修科目の見直しを含め２０２０年度に行うが２０１

９年度は、「ゼミの英和」実現のための試行として１年次の基礎ゼミの充実、２年次の展開

ゼミの新設、３年次の専門ゼミと４年次の卒業プロジェクト研究との有機的関係構築等に

向けた作業を行った。

③ アセンブリ検討委員会を設置し、新入生がスムーズにこの大学になじみ学業に励む体制を

打ち立てるため、アセンブリを含めて４月冒頭のオリエンテーションの内容を検討・充実

することとし、教職員及び学生にて構成されるアセンブリ実行委員会を組織し２０１９年

１２月１８日に第１回会議を開催した。２０２０年度入学生に向けて４月１０日（金）に

アセンブリを実施すべく準備を行っていたが、新型コロナウイルス感染症の影響により入

学式の中止とあわせてアセンブリの実施も中止することとした。
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④ ２０２０年度新カリキュラム開始に伴い履修マニュアルの改訂・加筆を行った。アドバイ

ザー制度の整備・充実については、２０２０年度全学年ゼミ必修化を開始予定のため、２

０２０年度以降検討することとした。

⑤ ポータルシステムのサポート期間終了に伴い、２０１９年４月から新ポータルシステムへ

のリプレイスを行った。これに伴い、従前紙媒体にて実施していた授業アンケートを Web

化し、印刷用紙の削減を行った。ただし、回答を Web 化したことにより回答率が下がった

ため、２０２０年度以降は改善を必要とすることとなっている。

（ロ）英語教育改革

① 英語教育の根本は、英語教育をリベラル・アーツの基礎科目、かつ主要科目として捉え直

すと同時に英語運用能力の飛躍的な伸長をめざし様々な工夫を行った。

② 英語教育の中で伝えるべきこと、大学で教えるべきことを的確に教室で開示しながら、そ

れぞれの学生の興味と要求に対応できるような授業形態を模索した。

③ 学生へのきめ細かな指導を行いながら、学生の自主性を尊重して自学自修を促すような学

習環境を整え、英語学習の継続を望む学生には、４年次まで途切れることなく英語学習が

可能となるような学習環境を整備した。

④ ３年次のための英語クラスを新設すること、３年次英語クラスを４年次も重複履修可能と

すること、英語科目２８単位以上の履修者には、「英語強化プログラム」修了証を受容す

ること、の３点により途切れない学習環境を整備し、学生の学習意欲を高め、学生にとっ

てより良い英語教育システムの構築を行った。

⑤ １年次英語クラスを教員主導型クラスと Active Learning Class による運営を開始した。

TAの雇用による授業運営サポートの追加、また、CASEC を導入し年間３回（入学直後・前

期末・後期末）の英語力測定を実施し今後の英語教育の改善に役立てるため運用を開始し

た。英語圏短期研修（アメリカ・３週間）を新規に設定し留学制度の整備等を行った。

（ハ）メイプルカレッジ改革

① メイプルカレッジを山梨英和大学の社会的責任の一環として、教養教育の「学びの場」、

社会貢献の「体系的実践の場」と位置付け、自由な教養人、地域活動のコーディネーター・

リーダーの育成を資する。また、メイプル講座に「ゼミの英和」という大学方針に呼応し、

「ゼミナール（担当教員の専門性に基づく教員主導学習と受講生の自主的学習で構成）」

運営を行う講座を一部設けた。

② ２０年におよぶメイプルカレッジの文化・伝統の継承と改善を行い、講座のジャンル別分

類、集約とニーズに沿った講座の質的向上を図り、履修証明書の授与（学校教育法１０５

条「履修証明書」）を行った。

③ 「社会貢献講座」の有志と立教セカンドステージ大学の有志で、山梨県峡東地区の観光促

進プロジェクトチームを組成して、地域創生に資する活動を展開した。

④ メイプルカレッジの指導・支援体制、組織の確立・充実を図った。

⑤ ３講演会（内１講演会は同窓会と協力）を開催、メイプルセミナー（新型コロナ対応のた

め中止）企画等、講演終了後は、講師を囲んでの懇親会、茶話会を企画し交流の場を設け

た、開講式挙行・修了式（新型コロナ対応のため中止）企画をした。

⑥ 広報活動は、主に報道機関（ＴＶ・ラジオ・新聞）、山梨県ボランティアセンター、

山梨県生涯学習センター、山梨県社会教育課、自治体等の公共機関、山梨英和中高

同窓会、短期大学・大学同窓会、山梨英和３こども園、山梨英和中高の協力を得て

チラシ配布、山梨英和学院広報紙「メイプルニュース」、山梨英和短期大学・大学同窓会

会報「楓」への記事掲載等行った。

⑦ 寄付講座は、山梨銘醸（株）、甲州市と共同企画で実施した。



- 9 -

（二）「地（知）の拠点整備事業」（COC+）

① 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）が最終年度となり、教育プログラム

を完成し、補助金の成果としての雇用創出のため、コース・プログラム修了者の地元関係

企業への就労支援を進めるため、コース・プログラムと連動したインターンシップの体制

を確立した。

② 補助金終了後の本事業については、財的・人的・物的側面等について協議を行い、２０２

０年度からの新カリキュラムにおいて「山梨地域コーディネーター養成プログラム」 に引

き継ぎ、培われた教育事業を継続することとした。

③ 学生等による挙式プロデュース事業

甲府市との連携事業として補助金の交付を受け、若年層の結婚に対する機運を醸成するた

め、外部講師による講演、甲府市内のブライダル関連企業見学、ウエディングプランナー

との意見交換等を行い、学生の結婚観醸成に係る分析資料・情報等を提供した。

（ホ）組織改革

① メイプルカレッジ改革に係り、事務組織としてのメイプルカレッジの管理・運営及び充実

を図った。

② 大学ガバナンスとしての学長のリーダーシップの確立の観点を踏まえた、一層の組織の効

率化、強化等を図った。

（へ）大学基準協会による認証評価結果への取組

① 公益財団法人大学基準協会における認証評価結果における、各基準の概評及び提言（改善

勧告１件・努力課題４件）を真摯に受け止め、ＰＤＣＡサイクル等の方法を適切に機能さ

せることによって、必要な改善を推し進めた。

② ２０１９年７月が提出期限である改善報告書を提出した。なお、改善勧告に係る収容定員

変更については、２０１８年度から入学定員１５５名、編入学定員１０名に改めた。ま

た、努力課題の一つである「法人全体の財政計画の策定」については、学院経営計画委員

会が発足し、法人と連携した「山梨英和学院中長期経営計画」、「中期実施計画書」、及

び「財務計画書」の策定を行った。

（ト）学校法人運営調査委員による調査結果への取組

① ２０１７年７月２８日に行われた調査に係る５件（大学関係１件）の指導・助言事項への

改善報告書に対して、２０１８年１１月２９日付けで改善状況が不十分とされた２件（大

学関係１件）の指導・助言事項への改善報告書を提出した。

② 不十分とされた大学関係の指導・助言事項「設置する大学の学生確保に向けた対策を立案

し着実に実施すること。」への対応を行った。

（チ）平成３０年度私立大学等経営強化集中支援事業への取組

① ２０１８年１２月１８日付け採択の内示の付帯事項となった「私学事業団による経営相談

の実施」に対して適切な対応を行った。

② 補助金申請書（平成３０年度私立大学等経営強化集中支援事業調査票（進捗管理表）に記

載した各項目（５項目）の平成２７〜平成２９年度分、平成３０年度分、平成３１年度分、

平成３２年度分の実施計画、及び目標数値に対する平成３０年度分以降の実施内容、評価

と対応に係る進捗管理を適切に行い、実施計画及び目標数値の実現に努力した。

（２）人事

① ２０１８年度の財政状況等踏まえ、教育の質的維持を図ることを前提として、社会的な要

請等を考慮し慎重かつ厳格に行った。

② 退職教員補充人事（サイコロジカル２名・グローバル１名⇒２名（経済・中国語）・メディ

ア１名⇒２名・計６名）及びカリキュラム改革・英語教育改革・メイプルカレッジ改革等

に必要な増員人事（グローバル（英語）１名）にあっては、収容定員減員に伴う必要専任

教員数と教育の質維持とのバランスを見極め、専任又は特任の採用を行った。
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③ ２０１８年１２月２１日の臨時理事会で決定された職員人事の方針（働き方改革への対応

策）に基づき、退職職員補充人事（２名）及びカリキュラム改革・英語教育改革等に必要

な増員人事（１名）並びに職員のモチベーションと職場のモラール（士気）の向上を図っ

た。また、学生確保に直接的に結び付く就職支援の強化のための業務委託者についても後

任補充人事を行い、就職支援の強化を図った。

④ 今後の教職員人事については、本学及び地方大学をめぐる厳しい社会状況を考慮した上で、

本学にとって有為な人材を確保すべく努力する。

⑤ 学生サポートを手厚くすることを目的として、学生サービス部を教務部・学生部・進路部

へ組織再編することとし、２０２０年４月から改編することとした。

（３）諸方策の検討、実施

① 引き続き、顧問（コンサルタント）２名の助言・指導を仰ぎ、学生確保・補助金確保の方

策、諸改革・改善策等の協議・検討を行い実行した。

② 諸方策の実施に必要となる経費については、人件費（諸手当等）を含む諸経費の見直し又

は特定預金の取り崩しによって捻出することを計画していたが、経費削減、及び入学者数

増加等の要因により、結果的に通常の予算範囲内に収まった。

③ 学校法人運営調査委員による調査結果及び平成３０年度私立大学等経営強化集中支援事

業に係る諸計画の進捗管理を適切に行った。

□ 学生募集関係

① 厳しい財政状況ではあるが、２０１８年度の入試・広報を精査・検証の上継続・充実し、

より効果的・集中的に広報を行うために前年度比２００万円程度の増額を行った。

② 留学生確保のための出願要件の緩和、日本語学校との提携、留学生募集の業務委託を行っ

た。日本語学校指定校制推薦依頼校の数とエリアを増やした。

③ 志願者獲得のため入学金免除制度に、新たに卒業生の子・孫・兄弟姉妹、在学生の兄弟姉

妹を対象として加えた。成績による特待生制度に加え、新たに資格等特待生制度を設けた。

④ 大学の認知を広げるため、イベントの強化を図った。山梨県立図書館で高校生向け講義（高

校生談話室）を開催し、本学の専門分野を高校生に知らしめた。オープンキャンパススタ

ッフ学生の研修会を開き、内容の充実を図った。

⑤ ２０１９年４月１年次入学生は１７７人、２０２０年度は１８０人程度の予定である。２

０２１年度以降は１５５人の定員確保を最低目標とし、全教職員が一丸となり、効果的な

学生募集活動に取り組み、死守するものとする。

□ 施設・設備関係

（イ）教室・図書館関係

① ラーニング・コモンズ（図書館、ゼミカフェ）については、既に２０１５年度及び２０

１６年度の私立大学等教育研究活性化設備整備事業により、４室の整備が完了している

ため、当面、教室関連の追加整備の必要はない。また、アクティブ・ラーニングに対応

した教室の整備についても、同事業において、整備は完了しているが、重点施策である

メイプルカレッジ事業に係り、Kコモンズの LED 化及びカーペットの交換を行った。

② 閉鎖していた３０４教室（CALL 教室）を２０２０年度入学者数の増加、学生のニーズ及

び財政状況等を総合的に勘案し、１２万円程度の費用でコンセント教室（５０席分）に改

修を行い、引き続き遊休教室等を必要に応じて、改修等の検討を行うものとした。

③ 全学生へ貸与している情報端末機については、監査法人の助言を踏まえ、故障又は返却さ

れた情報端末機及び附属品等の学内外での売却を行う予定であったが、２０２０年度入学

者の増加が見込まれ、予備機等に充当するため、売却を控えるものとした。
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（ロ）研究棟関係

・ 各教員研究室、共同研究室及び会議室等の既存天井埋込型空調機については、２０１５年

度から部品が手配できないこと、既存機器の後継機種を導入した場合１部屋１台当たり１

００万円を超えること等から、２０１６年度以降、設置費用が半額以下である既存機器と

同程度の機能を備えた家庭用エアコンで代替し、利用可能な部品を各教員研究室設置の既

存機種の保守部品としで流用する方策を講じた。

（ハ）食堂・コンビニ関係

① 食堂において「こども園」の昼食も調理していることから、食堂については、経年によ

る支障、故障が生じている厨房機器、施設、設備等について、こども園の理解・協力を

得て、２０１９年度も食器洗浄機・コールドテーブル等の修理及び入替を行った。

② 学内に設置している売店（コンビニエンス・ストアー）については、運営業者の移行に

伴い、必要な施設設備の改修費及び差益損失の補てん、利益保証金を予算計上し、運営

の継続を図ったが、収支均衡に至らなかったため、売上増加への協力（事務用品、日用

品等の購入等）及び経費節減の方策を引き続き模索するものとした。

（二） その他の設備関係

① 研究棟を除く全棟に冷暖房を供給している吸収式冷温水発生機が老朽化により、冷暖房

効率が悪くなっており、必要以上の燃料を消費するため、年次計画により部分的オーバ

ーホール等により適切に保守・管理を講じた。

② 経年による施設・設備の老朽化が進み、ここ数年で基幹的主要設備（火災報知器、放送

設備、上・下水ポンプ、キューピクル（変電設備、浄化槽）の修理・交換を終えたが、

学内関係者の安全面を考慮し、新たに守衛所とクラブハウスに非常用放送設備を設置し

た。また、経年劣化による雨水中継槽等の故障が生じたため、修繕を行い、今後も突発

的故障等への備えとして、できる限り予算化を図り、保守・更新を行うものとした。

③ 事務室の LED 化、トイレの改修・LED 化、一部廊下の LED 化が完了し、Kコモンズを LED

化した以外は、LED 設備の改修等を控えた。また、要な照明の消灯、廊下等の照明の間引

き等による節電、節水等に取り組んだ。

④ マルチメディアルーム及び CALL 準備室については、施設使用許可及び使用に関する確認

書に基づき、山梨英和学院関係資料の収集・整理・保管のための貸与を継続した。

⑤ Windows７のサポート終了（２０２０年１月１４日）及びポータルシステムのサポート終

了（２０１９年１０月）に伴い、事務用端末機を２０１９年５月末に購入し、夏季休業

期間に設定作業を行った。

なお、資産有効活用の観点から、旧事務用端末機を Windows１０に設定し直し、必要に応

じて３０４教室（CASEC 用）等に配置した。

□ 今後の（中・長期的な）計画

「山梨英和学院中長期経営計画」、「中期実施計画書」及び「財務計画書」の着実な実行のた

め、進捗管理及び必要な見直しを行った。
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2 ⼭梨英和中学校・高等学校

○ はじめに

中長期計画のⅠ期（２０１１～２０１５年度）を土台として、Ⅱ期（２０１６～２０２０

年度）を積み上げた。Ⅰ期ではユネスコスクールとして、文部科学省指定のスーパーサイエ

ンスハイスクールとして、教育改革に着手した。Ⅱ期では新学習指導要領の改訂を視野に入

れて「未来学力」を育むための先取り的な取り組みを進める。教育の質の向上に努め生徒募

集に注力し今年度から１学年中学７０名、高校１２０名の学則定員となり新たな枠組みの中

で、教育の質の向上に努め生徒募集に注力したが、中学５０名、高校８９名にとどまった。

２０１９年度は創立１３０周年を迎える重要な年である。これまで時間をかけて計画してき

た校舎の大改修を行い、中高の校舎統一が実現した。最新の学習環境を整える一方で、山梨

英和の基本理念に立ち返り、キリスト教信仰を土台として１３０年間大切に培ってきた「心

の教育」を強化し、生徒の生きる指針となりうる「未来の礎」を築く教育を実践する。さら

に中長期計画のⅢ期（２０２１～２０２５年度）に向けての準備に着手した。

１．基本方針

□ Ⅱ期（２０１６～２０２０年度）の基本方針

 教育理念：「敬神・愛人・自修」

 使 命：「他者のために、他者とともに」生きる女性を育てる

 ビジョン：キリスト教信仰に基づき、世界に貢献できる自立した女性を育てる

 基本となる価値観：人間形成の確立・国際的な視野・社会貢献

 行動指針：生徒自身が考え、行動する力を育てる

教師自らが研鑽を重ね、質の高い教育を行う

＜Yamanashi Eiwa Way より＞

□ ２０１９年度の目標：「論理的思考力を育てるⅣ」

以下の目標に向けての取組を行った。

～論理的に思考し、相手に伝え発信できる生徒の育成～

「敬神」→「礼拝を大切にする」→神と向き合う・自分と向き合う・他者と向き合う。

「愛人」→「相手を尊重する」→学校行事や生徒会活動を通して、様々な他者と真の

人間関係を育む。コミュニケーション力・ディベート力を身につける。

「自修」→「高い志を持って研鑽する」→夢の実現に向けて努力する。社会に還元で

きるように、自分の能力を高める。あきらめない強い精神力を育む。

２．主な教育の概要

□ 教育関係

（１） 重点事業

① 探究型学習の強化

高校１年「情報の科学」では、高校１年生全員を対象に、「問題解決」の単元として探究型

学習を実施した。その一環として、問題発見の素地を作るため、９月に SS 研修・GS 研究を

実施した。SS 研修では国立科学博物館を訪問し、「日本人はどこから来たのか」をテーマに

講演やワークショップを実施した。GS 研修では「ユネスコエコパークで SDGs について考え

る」と題し、武田の杜や山梨県防災新館において講演やワークショップを実施した。また、

情報収集力育成の一環として、先行論文講読を行い「研究発表シミュレーション」として発
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表用ポスターを作製した。

また、高校１年スーパーサイエンスクラスは、山梨大学研究室訪問や、東京大学一日入学

を実施した。高校２年スーパーサイエンスクラスでは、「情報の科学 β」において前年度か

ら続けている課題研究を更に発展させた。高校 2年グローバルスタディーズクラスは、「情報

の科学 α」においてデータの活用などをテーマに探究学習を行った。RESAS 地域経済分析シ

ステムを活用して山梨県内の市町村の現状を知り、各自治体の総合戦略を読み、地域の問題

解決を提案する活動を行った。

環境教育の分野においては、高校２年生スーパーサイエンスクラスがドイツ研修を実施し、

環境問題への意識を高めた。

課外活動として、自然科学部は、さまざまな学会やコンクールに参加すると共に、地域の

小中学生への科学実験ボランティアに意欲的に取り組んだ。同部は「環境科学会２０１９年

会」で最優秀賞、優秀賞を W 受賞したことなど認められ、甲府市より『次世代甲府大使』の

認定を受けた。

中学段階では探究の素地を作る取組を実施した。中学１年次から２年次までは自由研究を

実施した。中学３年次には統計学習としてデータの活用を学び発表ポスターにまとめる学習

を行った。

② 英語教育の強化

全校で英語教育を強化した。中学は３学年とも２日間の英語研修を校内で実施し、英語で

やり取りし発表する力を育成した。１月には全校で English Week として英語学習に取り組

み、最終日に実用英語検定を受験した。

「読む」「聞く」「書く」「話す」の４技能をバランスよく育成するよう、授業から行事にい

たるまですべての局面で取り組んでいる。

③ 「ICT 環境の向上と iPad 使途の拡がり」全学年使用３年目

２０１１年度から iPad を導入し、２０１７年度からは導入学年を早め、中学１年生から高

校３年生までの全員が iPad を個人所有し、教具として幅広く活用している。日々の授業に

加え、中学生は自由研究・職業学習・海外研修にも iPad を使用している。調べ学習、資料ま

とめ、プレゼンテーション、プログラミング、探究課題など、活用の場面が多くなっている。

高校においても、日々の授業での活用に加え、修学旅行に関する事前学習や部活動での利

用も進んでいる。中学２年から高校３年までの学年で Classi を導入することにより、個人に

合わせた使い方が広まり、高大接続ポータルサイト「JAPAN e-Portfolio」にデータ連携が可

能となった。また、受験サプリ（予備校の動画配信サービスアプリ）の活用等、個に応じた

学習を進める環境が整った。

④ 「国際教育の充実」JICA 研修・SSH ドイツ研修など

カナダ研修と SSH ドイツ研修を行った。また、韓国梨花女子高校及びメントンガールズグ

ラマースクールの旅行団を受け入れ、ターム留学生を 2名派遣した。

カナダ研修は例年同様豊かな研修となった。海外姉妹校の３校については、韓国は韓国梨

花女子高校の旅行団、１年の交換留学を通して、オーストラリアのメントンの生徒の受け入

れやターム留学を通して、またドイツは SSH 海外研修を通して実り多い交流が実現した。

⑤ 「ユネスコスクールとしての活動」

ユネスコスクールとして持続発展教育（ESD）の推進に取り組んだ。具体的には、環境、国

際理解、平和・人権を主な柱とし、SDGs を教材とした探究型学習、国際性を涵養する学習、

ボランティア活動、などを実施した。

重点事業①探究型学習の項で述べた通り、高校１年「情報の科学」において探究型学習を

実施する際に、全体のテーマとして、地球規模の問題を概観し批判的思考力を育成する学習

の教材として持続可能な開発目標(SDGs)を扱った。高校２年「情報の科学 α」では、RESAS
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地域経済分析システムを活用して地域課題に取り組むなど、持続可能な社会の構築について

考える機会を持った。

ボランティア活動としては、課外活動において、地域の高齢者に対する配食サービスの手

伝い、近隣の教会における炊き出しの手伝い、高齢者施設などでの訪問演奏、科学館等での

児童対象実験支援、東日本大震災被災地支援のイベント参加、フードバンク山梨への食品・

カード・文具提供等、各団体が活発にボランティア活動を行った。

⑥ 「論理的に考え、活動できる生徒会」

２０１９年度は論理的に考え、相手に伝え発信できる生徒会活動を目標とし、学校行事や

クラブ活動・委員会活動などに取り組んだ。さらに、生徒会活動を通して、他者と豊かな関

係を育むことができるよう、行事だけでなく、普段の学校生活の中であいさつ運動を行うな

ど、積極的な活動を展開することができた。

また、生徒会が中心となり、フードバンクへの食品寄付を呼びかけ、回収・寄付したりす

るなど、学校内にとどまらず、他者との関わりを深める取り組みを行うことができた。

⑦ 「生徒支援」

２０１２年度に「生徒支援プロジェクト」を立ち上げ、２０１３年度以降は、特に中学に

おいて支援を必要とする生徒が多くなり、プロジェクトが関わり、外部の助言なども受けな

がら、悩みつつ熱心に取り組んだ。２０１９年度も継続的に利用する生徒があった。２０２

０年度も、引き続き専門家のご指導をいただき、研修会などを通して全教員が基本的な知識

を身につけ学びつつ前進していく。

⑧ 中学校での教育

GTEC、英語検定試験の結果から、全てのクラスにおいて英語コミュニケーション能力向上

の成果が見られた。理系科目強化のため、理科特別課外授業を行った。自学自習力の向上の

ためスクールステイを実施した。

・英語教科書：『Progress in English 21』（中学全クラスで使用）

・英語特別研修【２日間】（中１ 、中２、中３）

・理科特別課外授業【不定期木曜日】 ２０回実施

・スクールステイ【３日間】

⑨ 高等学校での教育：

類型別クラス編成による教育の質的向上を図った。類型別カリキュラムに基づき、それぞ

れの生徒の希望進路を実現するための指導を行った。

・グローバルスタディーズクラス ２～３クラス

・スーパーサイエンスクラス １クラス

⑩ 習熟度別授業

高校１年では国語と英語で習熟度を考慮してクラスター分けを行い、教育の質的向上を図

りながら指導を行った。

高校２・３年の１クラスに習熟クラスを作り、教育の質的向上を図りながら指導を行った。

・高校国語（現代文、古典）：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校英語：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校数学：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

⑪ 土曜授業

Special Saturday（教科横断型学習・中学）、土曜授業（高校）等を実施し、学力の向上を

図った。
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⑫ 教師の生徒理解・指導力等向上

学校内外での研修に積極的に取り組んだ。

１）校内研究会

年間テーマ『学習指導力向上』

・第１回『コミュニケーション力アップ』

山梨中銀経営コンサルティング株式会社 岡本新一氏、西川美紀氏を講師に招き、

電話対応や保護者対応の基礎を学んだ。

・第２回『学力向上につながる「アクティブラーニング」』

茨城県立並木中等教育学校校長 中島博司氏を講師に招き、アクティブラーニン

グの考え方から実践方法まで、また教材等も学んだ。

・第３回『学習レリバンスを追及した研究授業』

学習レリバンスを追及した研究授業を聖書科・音楽科・数学科で行った。

・第４回『キリスト教教育の担い手として』

学校法人遺愛学院理事長 福島基輝氏を講師に招き、キリスト教学校に勤務する

者としての心構えについて学んだ。

２）その他の校内研修

・教科会 研究授業の分析・検討

・教科会及び職員会議

中学：外部学力試験結果の分析・検討

高校：模擬試験結果の分析・検討、センター入試結果の分析・検討

３）外部研修

・山梨私学新任教員研修

・統計グラフ指導者講習会

・山梨高大接続に関する研究会

・授業に役立つ iPad 活用研修会

・関東地区新任教師研修会

・キリスト教学校教育同盟中堅教員リトリート

・山梨県高等学校教育課程研究集会情報部会

・ESD 活動報告会

・YES International School 横浜校視察

・子どもの心の総合支援研修

・東京 YMCA 視察

・フェリーチェ国際学園視察

・中部地区私学教育研修会

・文教施設セミナー

・Classi 活用研究会

・中北地区地域教育フォーラム

・子どもの心に関する講演会

・キリスト教教育同盟女子校研究会

・山梨県私立高等学校生徒指導主任会県外研修

・中部東ブロック・ユネスコ活動研究会 in磐田

・私学における総額人件費管理セミナー

⑬ 授業評価、学校評価

様々な角度から評価・分析し、日々の授業・学校改善を行った。
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⑭ ６ヶ年を見通した進路指導

６ヶ年を見通した進路指導の中で生徒の適性を見いだし、進路についての目的意識を持た

せるとともに、それを実現するための学力の定着・向上を図った。

１）６ヶ年を見通した進路指導を明確にするため、「キャリアスタディ山梨英和」を刊行・配

布した。

２）各学年に対応した進路指導プログラムを行った。

中１：メイプルスクール、自由研究準備学習、学力推移調査、高３合格体験談、Classi

スタートオリエンテーション

中２：自由研究、職業学習、学力推移調査、高３合格体験談、Classi スタートオリエン

テーション

中３：学力推移調査、職場体験、進学適性検査・学力確認テスト、Classi スタートオリ

エンテーション

高１：スタディーサポート、キリスト教主義大学相談会、進学相談会、Classi 勉強会、

大学模擬授業２回、大学公開講座参加

高２：スタディーサポート、キリスト教主義大学相談会、進学相談会、大学模擬授業２

回、小論文講座、一日看護師体験、一日リハビリテーション体験、大学公開講座

参加

高３：スタディーサポート、キリスト教主義大学相談会、進学相談会、小論文講座、面

接マナー講座、センター試験出願指導・自己採点指導、大学公開講座参加

３）学年ごとに親子進路学習会を開催し、学年に応じた進路指導・情報提供を行った。

４）長期休業期間及び土曜日を活用して、課外授業、補習授業等を行った。

・中学補習授業【夏季】：中３年４日間

・中学補習授業【冬季】：中３年４日間

・高校課外【夏季】：３日間（高１-２８名、高２-１５名、高３-１８名）

・登校学習会【夏季】：３日間（高１-９９名、高２-１００名）

・PROG-H【５月、９月】：高１年１日間（９９名）

高２年１日間（１００名）

・高３土曜課外【前期】：５回（５２名）

・Web 授業「スタディサプリ」：通年（高１-６５名、高２-１９名、高３-１６名）

・高校センター試験対策演習【冬季】：２日（高３-９０名）

・小論文講座：高３年５日間（４９名）、高２年４日間（６７名）

⑮ 生徒指導方針

今年度の指導方針「生徒に基本的生活習慣や、ルール、マナーを身につけさせ、生徒の自

己管理能力を高める」を踏まえ、次のとおり生徒指導を行った。

１）登下校時の立門指導を通し、マナー・交通ルール等の指導を行った。

２）生徒への声かけを積極的に行い、教師全体で生徒の様子を把握するよう心がけた。

３）山梨英和大学心理学研究室と連携し、カウンセリングルーム・ほっとルームの機能を充

実させた。

・カウンセラーの配置：毎週火曜日午後、金曜日午後

・ほっとルーム担当の配置：毎週金曜日午後

・大学院生の臨床心理実習：１名

⑯ 生徒会活動の活性化

活動を活性化するために積極的に外部との交流を実行した。

・支援学校との交流：わかば支援学校との交流３回

学園祭での作品交流、代表者交流、全体交流（聖歌隊）
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・ボランティア活動参加：あしなが募金、フードバンク協力、文具回収、書き損じはがき

の回収、コンタクトレンズケース回収、配食、施設訪問、訪問演奏、クリスマスコンサ

ートなど。

・三校交歓会：姉妹校である静岡英和と東洋英和の生徒会同士の交流で東洋英和を訪問し

た。

・他校との交流試合：体育局クラブでは他校との練習試合・交流試合を継続的に行った。

⑰ 国際教育

重点目標「国際的視野に立って活躍できる生徒を育成する」を踏まえて、次の事業を行っ

た。

１）姉妹校である韓国梨花女子高校との交流

・交換留学：派遣１名 受入１名

・梨花女子高校旅行団交流会・ホームステイ受け入れ ３５名

２）希望者カナダ研修（中学・高校）２３名参加

３）JICA ベトナム研修 ４１名参加予定だったが新型コロナウィルスの影響で中止

４）姉妹校であるオーストラリア・メントン・ガールズ・グラマースクール旅行団交流会・

ホームステイ受け入れ １７名

５）姉妹校オーストラリア メントン・ガールズ・グラマースクールより約１か月の短期留

学生５名を受け入れ・ホームステイ

６）姉妹校であるドイツのシュテッテン・ギムナジウムとの交流

・SSH ドイツ研修旅行で生徒宅へホームステイ １９名

・高２-４SSH 研究意見交換

７）YFU より短期留学生受け入れ

・ベルギー １名

⑱ クラブ活動や各種検定試験等

生徒の種々な力を伸ばすための具体的な支援を行った。

・全国大会出場：聖歌隊、水泳部、マンドリン部、自然科学部、スキー同好会

・関東大会出場：聖歌隊、水泳部、新体操部、自然科学部、バドミントン部、スキー同好

会、テニス部、

・英語検定：３回

【中学】２級１名、準２級１８名、３級３２名、４級３７名、５級２６名

【高校】準１級２名、２級２７名、準２級３８名、３級１３名

・数学検定：１回

【中学】３級２名、４級５名、５級１２名

【高校】４級１名

・漢字検定：３回

【中学】準２級４名、３級１４名、４級２０名、５級２２名

【高校】２級３名、準２級３名、３級１名

⑲ 生徒に身につけさせたい３つの力

「つながる力」「伝える力」「みずから学ぶ力」を身に付けさせる取り組みを行っている。

生徒自身が主体的に学ぶ過程では、ICT 機器とこの３つの力を身につけることは非常に相性

がよい。２０１１年８月に姉妹校提携を結んだオーストラリアの Mentone Girls’ Grammar

School とは互いに訪問するだけでなく、iPad の FaceTime（テレビ電話アプリ）で交流する

機会も得た。中学３年から参加できるカナダへの語学研修では、iPad に日々の活動を記録し

研修旅行記を作成している。事前学習のレポートも含めて関心のあるテーマのつながりが

iPad 上で一つにまとめられるという利点を活かしている。SSH ドイツ研修では、事前学習や
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研修中での活用に加えて報告会でも iPad の Keynote（プレゼンアプリ）でまとめたものを

発表している。

（２）教育関係の人事について

２０２０年度から着任予定の教員は２名（理科・外国人教師）であり、校内での初任者研

修等をとおし、本校の教育理念の理解をはかるとともに、OJT や外部の研修への参加などに

より、生徒・保護者から信頼される人格を培うと同時に、教科指導のプロとして研鑽を積む

機会を設ける。一方、２０１９年度に退職する教員は４名（理科・国語・保健体育・外国人

教師）であり、国語と保健体育科については採用を行わず、非常勤講師で対応することとす

る。２０１９年度の高校１年生から開始したクラスター授業制度も、２０２０年度は教科数・

学年数も広がっていくが、適正人数で実施する。

２０２０年１月の中高校舎統一工事完成により、一つの職員室・一つの事務所となるため、

部主任に関する規定を改定し役職を減じ、６年一貫教育の中で組織のスリム化を図る。事務

職員については、法的要請のもと、学校運営を円滑に行うために特別任用職員６人を専任職

員に任用変更する。今後は山梨英和学院全体の事務組織の中で適する人事異動が可能となる。

また、２０１８年４月に改定された定年に関する規定の猶予期間が２０２０年３月までとな

っているため、規定の年齢以上の非常勤講師および業務員の方々の継続雇用は行わない。

働き方改革に伴い、教員・職員ともに仕事の効率化を図り、本校の教育理念に沿った教育

を実践できるような体制づくりに向けて、人事配置計画の検討を継続する。

□ 生徒募集関係

① 総括

中学入学生７０人、高校入学生１２０人の募集人数を確保するため、昨年度までの入試行

事、入試改革をベースに、入試行事ごとの工夫とさらなる入試改革に取り組んだが、中学・

高校ともに定員を満たすことができなかった。

今年度は、校舎改修工事のため駐車場の確保が難しく、秋以降の行事数を制限しだが、次

年度は従来の行事を予定に組み込み実施したい。

中学入試では、募集定員７０名に対し５０名の入学者数にとどまった。スカラシップ選考

合格者は５名であった。

高校入試では、推薦入学者は１７名（学業特待生４名を含む）の優秀な生徒を確保できた。

一般入試出願者は１０８名とやや増加した。単願での入学者は１０名、公立高校などとの併

願からの入学者は６名となった。昨年度から「私費外国人留学生」の受け入れが始まり、今

年度も１名の入学者を得た。高校入学者は、公立中学校などより３４名と内部生５５名、私

費外国人留学生１名の計８９名という結果であった。

結果を受けて、教員に入試改革と広報の持ち方についてアンケートを実施し、入試委員会

で分析した。これを次年度の募集に生かしたい。

英検による受験料の免除（中学受験者３級：０名、高校受験者準２級：２６名）や同窓生

の子・孫・妹への入学金の減免措置（中学受験者：１８名、高校受験者２０名）、在学生の姉

妹への入学金の減免措置（中学受験者：１１名、高校受験者２名）は周知されてきている。

今年度も入試行事や説明会への参加者を募るため、小・中学校はもちろん、教会や塾、バ

レエ、水泳、ピアノ教室等に対し山梨英和の教育への理解を深めていただけるようアピール

し、行事案内の協力を依頼した。体験授業や公開授業、入試説明会に加え、スカラシップ対

策講座やナイト説明会など、それぞれの行事に特色を持たせ参加者増加を図った。

② 活動の概要

１）小学生・保護者対象のイベントを行った。

・春の英和デー（公開授業）
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・学園祭一般公開

・スカラシップ対策講座(２日間)

・ナイト学校説明会

・秋の英和デー（体験授業）

・入試説明会 ３回

・個別入試相談会（のべ３０日）

・英語体験講座 １回（３月は休校のため中止）

・ハンドベル講座（主催:県生涯学習推進センター）（台風のため中止）

・理科実験講座（主催:県生涯学習推進センター）

・チアダンス体験講座（主催:県生涯学習推進センター）（新規行事）

２）中学生・保護者対象のイベントを行った。

・学園祭一般公開

・オープンキャンパス体験授業

・オープンキャンパス公開授業

・入試説明会 ３回

・個別入試相談会（のべ３１日）

３）その他、次のイベントを行った。

・塾教師対象入試説明会

・小学校教師対象入試説明会

・中学校教師対象入試説明会

・ホームカミング 20年同窓会

４）受験生・保護者を学園祭などの行事や１３０周年クリスマス礼拝に招待するなど、本校

教育に対する理解の場を設けた。

５）全教員がそれぞれの担当する小学校・中学校への訪問を精力的に行い、受験指導に当た

る先生方への理解を求め、本校受験への協力を依頼した。

６）「私費外国人留学生」を中国から 1名の入学生を得られた。受け入れ体制を整え、今後も

拡充を図る。

７）新聞広告を掲載し、本校教育に対する理解の場を設けた。

・２０１９年度新聞広告では、同窓会の協賛を得た。

・PTA の協力を得て、１３０周年特集の新聞広告を出した。

８）授業公開、印刷物・HP・SNS・掲示等の活用による情報公開を推進し、本校へのより深い

理解を得られるようにした。

・LINE@による中学入試行事案内

・ホームページのニュース告知とブログでの広報

９）在校生保護者、同窓生、教会に PR活動を依頼した。

・小学生・中学生「紹介カード」による情報提供

・ポスター・チラシの掲示配布の協力

・同窓生・姉妹などの入学金減免の告知

□ 施設、設備関係

老朽化した施設設備の点検・改修計画を行った。また、１３０周年記念の改修工事を実施し

た。

① 施設の維持管理

１）テニスコートのフェンス工事

一昨年の台風被害にあったフェンスの撤去・新設工事を行った。
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２）校舎の避難器具

消防点検で指摘のあった３・４階の救助袋設備改修工事を行った。

３）校舎の看板設置

昨年の台風被害にあった看板の差し替え工事を行った。

４）校舎ドアの改修工事

校舎１階プール棟側ドアの腐食部分の改善工事を行った。

② １３０周年記念事業

創立 130 周年記念事業として、中高校舎統一に伴う校舎の改修工事を行った。

工 期：２０１９年７月２２日～２０２０年１月３０日

施工業者：建築・国際建設株式会社

電気・五光電工株式会社

機械・高砂熱学工業株式会社

什器・株式会社正直堂

敷地面積：８６２８.０３㎡

建築面積：校舎棟 １７３３.４７㎡・プール棟 ９８４.１９㎡

延床面積：校舎棟 ５７４９.１０㎡・プール棟 １３５３.８４㎡

構 造：RC造

規 模：校舎棟 地上４階・地下１階 プール棟 地上１階・地下１階

工事種別

建築工事：①外部：外壁調査、外壁補修、コーキング更新、外壁塗装替え、アルミ

サッシガラス交換、屋上・バルコニー防水更新

② 内部：教師エリア、特別教室レイアウト変更、ホームルーム床塗装

③ ロータリー：排水管、門扉、インターロッキング更新 等

電気工事：キュービクル更新、照明器具更新、プロジェクタ導入、火災報知器更

新等

機器工事：給排水衛生設備更新、冷暖房換気設備更新 等

什器工事：普通教室の机・いす更新、シューズロッカー更新、ロッカー更新、化学教

室の移動、既存家具の固定 等

③ ICT 環境の整備

普通教室で授業の活用ができるように生徒用 PC（４０台）のリプレイスを行った。なお、

この事業については私立高等学校等ICT教育設備整備推進事業費から補助金を受けて実施

した。

Windows７のサポート満了を受け、PC（５３台）の入替えを行った。また、校舎改修に

伴い、校内の Wifi 環境を整備するためのアクセスポイントの再構築、セキュリティ強化

のためのサーバの外部委託（ハウジング化）を実施した。

④ その他

電話交換機及び電話機の更新を行った。

３．中長期経営計画及び事業計画の進捗・達成状況

中長期経営計画で策定した各項目については、以下の実績であった。

「英語学習拠点」

① 春の英語キャンプをキープ協会と共同開発：現在、本校内部で内容を検討している。

② グリンバンク杯を小学生向けの英語弁論大会にするための準備

今年で３０回目を迎え、中学生対象の最後となるグリンバンク杯の準備を進めている。
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③ 高校授業改革

新高校１年生の英語クラスを習熟度別（クラスター制）とした。

「校舎改築」

① ７月２２日（月）に中学校の改修工事に着工し、１月３０日（木）に引き渡しを受けた。

工事費用の予算は全て 2019 年度に計上した。

② 第２体育館の北側天窓の改修工事を行い、風通しがよくなり館内の空気が滞留しなくな

るなど、環境面や防火面での機能がアップした。また、中学校舎の改修工事については、

内容を変更せずに費用を削減することができたため、（熱中症対策として）第２体育館の

空調を導入した。

③ 高校校舎（２・３・４号館）については行政調査を実施したうえで今後の活用について

検討するとともに、活用方法が決定するまではコストや安全面に配慮し管理する。

「キリスト教主義大学への進路実績向上」

① 人気の高いキリスト教主義大学の合同説明会開催

人気の高いキリスト教主義大学の合同説明会開催については２０１９年度に実施した。

② Classi の活用により大学入試改革に備える。

高校生に加え、今年度より中 2及び中 3に利用対象者を拡張した。

③ 進路支援体制の強化

学年及び進路部の協力体制を検討した。

「SSH 等による授業改革」

① 授業改革プロジェクトの組織化

今年度新たな組織として編成し、授業改革に向けての会議を行っている。

② 教員向けの研修を充実する

教員向けの研修ツール、Find!アクティブ・ラーナーを導入した。

「ICT 活用」

① 主体的対話的で深い学びを支援する ICT 環境の整備

校舎の改修工事に織り込み、AP 等のネットワーク環境の整備、プロジェクタ（電子黒

板機能付き）やアクティブラーニング向けの什器導入などを進めている。

② 中高統合に伴いサーバを外部管理に移行

外部管理に移行した。

③ 教職員の PC買換、生徒用 ICT 環境整備

教職員の PC買換を実施し、生徒の ICT 環境の整備を進めた。
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3 ⼭梨英和認定こども園（カートメル・ダグラス・プレストン）

○ はじめに

２０１５年４月より施行された子ども・子育て支援新制度下で幼稚園から「認定こども園」

に移行し、３歳未満児や保育を必要とするこどもの受け入れる園となった。これにより開所時

間、開所日数、職員の増加と処遇の改善ならびに保育の質のさらなる向上、保護者の多様なニ

ーズへの対応、行政とのやり取りなど、多くの課題と向き合ってきた。また昨年２０１９年１

０月より始まった幼児教育無償化は事務的な面で新たな課題も提起された。そうした中にあっ

て、山梨英和学院の建学の精神に基いて、すべてのこどもの最善の利益をはかり、子育てにい

そしむ保護者の思いを受け止め、地域社会のニーズにもこたえることは山梨英和学院に託され

ているキリスト教教育(保育)の使命であると考えてきた。

少子化が進む現実にある一方、幼児教育無償化により、保育ニーズはなお一層の高まりを示

してきた。それらを適切に受け止めて、保護者に期待され、信頼され、選ばれる園となるため

に、「認定こども園教育・保育要領」による保育実践は当然の前提であるが、その土台として建

学の精神を堅く据え、その理念に基づく質の高い保育・教育を提供するという思いを共有でき

る職員を確保し、さらにその技能・力量をなお向上させていくことが肝要であると理解してき

た。そのためにも、よりよい保育環境の整備、職員体制の構築、研修の充実は欠かせないとの

判断から諸活動を展開した。こうした諸課題をはたす上での大前提は職員相互の信頼と協力の

構築であると考え、山梨英和学院の建学の精神であり、かつキリスト教保育の基盤である聖書

の学びはもとより、職員間の円滑な意思疎通をはかる工夫を各園がそれぞれに行ってきた。

社会は激しい変化のただ中にあり、また多様なニーズへの応答が３園には求められている。

山梨英和学院に連なる幼保連携型認定こども園として、安易に時流に流されることなく、キリ

スト教信仰とその精神に基づく保育・教育に専心し、なお一層幅広い活動の展開をはかること

を目指してこの１年も歩んできた。

年度の終わり近くに発生した新型コロナウイルスによる感染予防とそれへの対策に関して、

卒園式をはじめとする諸行事、活動について、その内容の変更、縮小など苦慮することも多く

あった。

□ 基本方針

山梨英和学院の建学の精神をあらわす校訓の「敬神、愛人、自修」を柱として、キリスト教

信仰に基づく「人格形成」の保育・教育を行うことをめざし、義務教育およびその後の教育の

基礎を培うものとして、満３歳以上の子どもに対する教育ならびに保育を必要とする子ども

に対する保育を一体的に行い、これらの子どもの健やかな成長が図れるよう適当な環境を与

えて、その心身の発達を助長するとともに、保護者に対する子育て支援を行う。

□ 保育の概要

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、その他関係法令

を遵守して、事業を行う。その際、「山梨県児童福祉施設に関する基準を定める条例」の定め

る基準を遵守し、保育の実施に必要な職員などを配置する。「教育標準時間認定に係わる教育

時間」は月曜日から金曜日までの９時から１４時３０分、保育標準・短時間認定に係わる保育

時間は月曜日から土曜日までの７時３０分から１８時３０分までのうち保護者が必要とする

時間。

あわせてこの特定教育・保育時間外保育の提供、および早朝預かりを７時３０分から９時、

延長保育を１８時３０分から１９時の間行う。
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また３歳以上の児童の希望者については園バスによる送迎を行う。

児童の年齢等に応じ食事の提供も行う。

園児の受け入れについては、各園の認可定員のうちで利用定員を設定して募集する。

□ 保育・教育関係

（１）重点事業

[当該年度の計画]

① 幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえ、就学までの切れ目のない一貫した教育・

保育を、遊びを中心とした、キリスト教保育として実践することを引き続き目指してきた。

② こどもたちの発達段階、個性、特性、能力、家庭環境などに配慮しつつ、こどもも保護者

も安心して、喜びをもって、過ごせる場となるようにつとめることをはかってきた。その一

環として非常勤のスクールカウンセラーの働きの一層の促進と研修などを行なった。

③ 教育・保育、子育てプログラムの充実をはかり、こどもたちの賜物をのばし、保護者の子

育てを支援するためにチーム保育を始め、保護者参加の活動を展開ははかった。

④ 自然に親しみ、他者と交わる機会を提供し、種々の体験や学びを通してこどもたちの豊か

な情操、創造力、感受性、知的好奇心、忍耐力、集中力などを養うことを目指して園外活動、

交流を図った。

⑤ 諸研修を充実させ保育教諭の資質・技能の向上をはかる。あわせて職員間のコミュニケー

ションの向上につとめ、同僚性の一層の確保を実現して質の高い保育・教育を提供できるよ

うにする。研修等においては特に「気になるこども」、配慮を要するこども、障碍を持つこど

もたちへの対応、ケアのスキルアップをめざすための園内研修、ケーススタディなどを行な

った。

⑥ 保護者や地域の保育ニーズに応える山梨英和らしい事業をウエルカムディをはじめとす

る諸集会を通して行なった。

⑦ 保護者や職員が建学の精神の基であるキリスト教の信仰と聖書に親しめる機会を得られ

るように努めた。

⑧ 地域の子育て支援の拠点となるよう努め地域社会に奉仕することを念頭に置いた活動を

行なった。

⑨ 地域の高齢者等との交流の機会を定期的に設けることができた。

⑩ 新制度の実施主体である各市町との連携、協力体制の一層の確立に努めた。

⑪ 山梨英和学院の他部門との連携、協力一層緊密なものとするよう努めた。

[今後の（中・長期的な）計画]

① 建学の精神を堅持しつつ、子ども・子育てにかかわる動きに適切に対応し、幼保連携型認定

こども園としての一層の機能充実をはかり、地域に貢献できる園となる。

② 保育・教育・子育て支援を十分に展開できる規模、体制、施設の構築等の検討を行い、そ

の実現をめざす。

(２）保育・教育関係人事

①適切な職員の配置を行い、保育の質の向上と業務の負担軽減をはかることを目指して専任職

員などの採用を行った。

②改善等にかかわる運営体制の適切な構築をはかってきた。

② リキュラム・プログラムの精選、深化、展開を意識した人員の配置、研修、諸活動を行ってき

た。
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□ 園児募集関係

① カートメル１２５人、ダグラス９５人、プレストン１４０人の利用定員を設定した。

② 募集にあたっては園案内、ホームページ、通信等の広報・メディアの活用を図ってきた。

③ 山梨英和プレストンこども園は笛吹市の子育て支援拠点事業を継続し、他の２園は行政や地

域の子育て支援センター等のとのかかわりを活かして園の存在と働きを広く知らしめるよう

努めた。

④ 講演会や諸集会等を通して子育てにかかわる人たちが集える場を設けるよう努めた。

⑤ 在園児、卒園児、未就園児、父母の会等を通じて入園希望者の情報を入手して募集に生かし

た。

□ 施設、設備関係

(1)園児の安全確保のために施設、設備、遊具等の点検、補修、改修につとめた。教育・保育環境

の整備・充実をはかるよう努めた。調理室へのエアコン設置の準備を進めた。

(2)地震・災害対策及び防犯対策等について必要な対策を講じる一環として研修を行った。

(3)経年劣化した施設・設備への改修を行う。特に今期はプレストンこども園では、幼稚園部園

舎の屋根の改修と幼稚園舎の外装工事を行なって遮熱、断熱など生活環境の一層の向上がは

かれた。
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4 法人本部

○ はじめに

２０１９年度の法人本部は、まずは、本来業務の法人組織としての山梨英和学院の総務・経

理業務全般を担ったが、毎年行う経常的な業務に加えて、２０１９年度は、学校法人の理事・

監事の役割の強化を主眼とする私立学校法の改正に応じた寄附行為の改定等の諸規定の整備、

任期満了に伴う理事・監事・評議員の選任に係る理事会運営等の業務、また、所謂働き方改革

関連法案に基づくルール改定と就業規則等諸規定の整備等を行った。更に、２０１９年度は、

創立１３０周年記念事業実行委員会の事務局として、１３０年の歴史を振り返り建学の精神と

校訓を再確認する記念事業と行事を推進してきた。限られた人的資源ながらも、日常業務に加

えてこれら複数の大きな課題に応えられたことは評価できるものと考える。

□ 中長期経営計画及び事業計画の進捗・達成状況

（１）中長期経営計画の進捗・達成状況

① 学院全体の建学理念の浸透

創立１３０周年記念事業や教職員修養会、折々の理事長・院長からのメッセージ発信を通

じて、全教職員への建学理念・校訓の浸透を図った。全教職員への建学理念の浸透は、創立

１３０周年を契機として着実に図られつつある。

② 学院全体のガバナンス（統治）体制の確立

私学法改正への対応により、監事監査の充実等のガバナンス強化を図った。

③ 学院全体のコンプライアンス（法令遵守）体制の確立

ハラスメント関係規程の整備、ハラスメント対策ビデオでの研修を実施する等コンプラ

イアンス意識の浸透を図っている。

④ 人材育成（教職員のスキルとモラールの向上）

有期雇用職員の無期雇用への登用を実施しモラールアップを図った。

⑤ 経営計画委員会の設置と実効

経営計画委員会は中長期経営計画の進捗状況検証を担っている。

⑥ 広報活動の学院一元化と山梨英和ブランドの再構築

創立１３０周年記念事業において本部及び３部門の広報活動を一元化し、１３０周年を迎

えて輝き続ける山梨英和をアピールした。

⑦ 同窓会等ステークホルダーとの関係強化

同窓会については、創立１３０周年記念事業での協力、同窓会総会への理事長等の出席

記念募金への協力など関係強化が図られた。

⑧ 創立１３０周年記念事業の展開

「創立１３０周年記念誌発行」「山梨英和学院史料室展示」「中村哲講師での記念講演会」

「笹子峠を歩いて越える会（台風の影響で中止）」「ALL 山梨英和学院クリスマス礼拝」

「山梨英和中学校・高等学校『未来への礎プロジェクト』と同募金事業」

「創立１３０周年記念広告」の事業・行事を実施した。

⑨ 寄附金増加対策の実施

１３０周年記念募金に注力し寄附金を集めた。

⑩ 学院全体の教育環境の整備計画の調整

高等学校校舎、宮前寮跡地の再利用の検討を行っている。
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（２）事業計画の進捗状況・達成状況

① 役員会、役員に関わる事項

Ａ．院長の選任

５月２４日（金）に設置した院長候補者推薦委員会での院長候補者選出を経て、２０２０

年１月２４日（金）に開催した１月臨時理事会において、ギッシュ・ジョージ院長の任期

満了に伴い、新院長（常務理事・評議員）に朴 憲郁氏を選任した。

（任期 ２０２０年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

Ｂ．校長の選任

５月２４日（金）に設置した校長及び園長選考委員会での校長候補者選出を経て、２０２

０年２月６日（木）に開催した２月臨時理事会において三井貴子校長（常務理事・評議員）

を再任した。

（任期 ２０２０年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

Ｃ．園長の選任

５月２４日（金）に設置した校長及び園長選考委員会での園長候補者選出を経て、２０２

０年２月６日（木）に開催した２月臨時理事会において大木正人園長（常務理事・評議員）

を再任した。

（任期 ２０２０年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

Ｄ．理事・監事・評議員の選任

・５月２４日（金）に開催した５月定期理事会において、鈴木健司監事の辞任に伴い鈴木

美穂子監事を選任した。

（任期 ２０１９年５月２５日から２０２０ 年３月３１日まで）

・２０２０年３月１９日（金）に開催した３月定期理事会において、既に選任された院長、

校長、園長、任期途中の学長と事務局長を除く、１０名の理事、２名の監事、２５名（１

名欠員）の評議員の任期満了に伴い、後任となる１０名の理事、２名の監事、２６名の

評議員を選任（含む再任）した。

（任期 ２０２０年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

◆退任理事・評議員：横手征彦、岡田恭子、佐柳信男、吉馴明子、青木達彦

若林一美

◆退任監事：水上浩一、鈴木美穂子

◆退任評議員：山中光子、功刀 弘、小島章宏、薬袋洋子

◆新任理事・評議員：㲍橋 誠、鈴木美穂子、河田節子、渡辺信二、小野祥子

井田昌之

◆新任監事：桃井明男、薬袋洋子

◆新任評議員：岡田恭子、芦澤 薫、輿水順雄、野川 忍、アブラハム・サムエル

Ｅ．理事会の開催

理事会を８回（５月/７月/９月/１１月/１月/１月臨時/２月臨時/３月）開催した。

Ｆ．評議員会の開催

評議員会を４回（５月/９月/１月臨時/３月）開催した。

Ｇ．常務理事会の開催

常務理事会を１１回（４月/５月/６月/７月/９月/１０月/１１月/１２月/１月/２月/３

月）開催した。
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Ｈ．大学宗教主任の選任（理事会選任）

高橋一大学宗教主任の辞任により、１１月２２日（金）に設置した宗教主任選考委員会

での大学宗教主任候補者選出を経て、１月２４日（金）に開催した臨時理事会において、

新大学宗教主任に洪伊杓氏を選任した。

（任期 ２０２０年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

② 創立１３０周年記念事業の実施

Ａ．創立１３０周年記念特設サイトの開設（創立１３０周年記念事業）

創立１３０周年記念事業を世間へ公表するための創立１３０周年記念特設サイトを開

設し、学院、大学、中高、こども園の各ＨＰにて公開した。

創立１３０周年記念冊子のコンテンツ、記念事業の実施予定・実施報告を掲載した。

Ｂ．創立１３０周年記念冊子の発行（創立１３０周年記念事業）

創立物語、校訓、代表者挨拶、各部門１０年の歩み、活躍する卒業生、理事長メッセー

ジ、１３０周年記念事業を内容とする「創立１３０周年記念冊子」を発行し、学院関係

者に対して約２万部送付した。

Ｃ．創立１３０周年記念ポスター等による記念広告の実施（創立１３０周年記念事業）

公共施設、JR駅等への記念ポスター掲示、JR電車中吊り広告ポスター、山交バス背面ポ

スター、マグネットシート等の記念広告の実施

Ｄ．教職員修養会の開催

５月２５日（土）中高グリンバンクチャペルに於いて、創立１３０周年を意識して内容

の充実した教職員修養会を開催した。

Ｅ．創立１３０周年記念史料室展示の実施（創立１３０周年記念事業）

７月１６日～７月２６日の１１日間、山梨県立図書館に於いて「山梨における西洋の受

容と山梨英和の創立」と題した山梨英和学院史料室による記念展示を実施した。

Ｆ．創立１３０周年史料室記念講演会の開催（創立１３０周年記念事業）

７月２０日（土）、山梨県立図書館多目的ホールに於いて、史料室展示に併せて、東京女

子大小檜山ルイ教授による記念講演会「宣教師がつくった学校、これから」を開催した。

出席者約１２０人

Ｇ．創立１３０周年記念講演会の開催（創立１３０周年記念事業）

８月３１日（土）、YCC 山梨県民文化ホール小ホールに於いて、ペシャワール会現地代表

医師中村哲氏をお迎えして「平和を実現する人々は幸いである」をテーマとした記念講

演会を開催した。出席者約４２０人

Ｈ．笹子峠を歩いて越える会（創立１３０周年記念事業）＜台風の影響にて中止＞

１３０年前、初代校長ミス・アグネス・ウイントミュート女史が、甲府盆地へ入るのに

歩いて笹子峠を越えてやってきたことを覚えるため、１０月１９日（土）に予定してい

た「笹子峠を歩いて越える会」は、台風１９号の影響で中止となった。

Ｉ．ALL 山梨英和学院クリスマス礼拝の開催（創立１３０周年記念事業）

１２月２１日（土）、YCC 山梨県民文化ホール大ホールに於いて、中高クリスマス礼拝を

ベースとした、こども園、中高、大学、同窓会、保護者、教職員の ALL 山梨英和が集う

クリスマス礼拝を開催した。出席者約１、４００人

Ｊ．山梨英和中学・高等学校「未来への礎プロジェクト」と同記念募金の実施

（創立１３０周年記念事業）

中学校と高等学校の校舎の統一と最新の教育環境の整備のための改修工事を完成

（４６０百万円）、記念募金（２０２０/３実績４５、５０２千円）を実施中（２０２２

年３月まで）
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③ その他定例事業等

Ａ．２０１９度(第１７回)三英和懇談会

７月１３日(土)に静岡英和女学院において、旧カナダ・メソジスト教会との関わりをも

って設立された東洋英和女学院・静岡英和学院との三英和懇談会を３７名(東洋英和１

３人・静岡英和１４人・山梨英和１０人)の出席者により、礼拝、全体会、分団協議等を

行った。

Ｂ．２０１９年度キリスト教教育懇談会

７月２２日(月)に中高グリンバンクチャペル・愛宕町教会・山梨県立図書館（史料室展

示見学）を会場に、日本基督教団東海教区山梨分区牧師及び中高聖書科非常勤講師の牧

師１名と本学院常務理事会メンバー及び宗教主任により「教会と共に歩んできた山梨英

和」をテーマに開催した。

Ｃ．山梨英和学院維持協力会

維持協力会役員会を１２月２日（月）に開催し２０２０年度事業計画及び２０１９年度

会計報告等について審議決定した。

・５月２７日に「山梨英和学院維持協力会報第１４号」を発行し、会員に配布する

等２０１９年度の会員募集を行った結果、４７３万円収納した。

・教育研究充実のため、各部門２、７００万円(大学９００万円・中高９００万円・こど

も園９００万円)を配付した。

Ｄ．財務情報の公開

２０１８年度の「事業報告書」「決算書」（貸借対照表、資金収支計算書、事業活動収支

計算書)、「財産目録」、「監事による監査報告書」をホームページに公開した。

Ｅ．教職員健康診断

５月２２日（水）に大学・こども園・法人本部教職員、５月２３日（木）に中高教職員

の健康診断を実施した。

Ｆ．ストレス・チェック

労働安全衛生法に基づくストレス・チェックを６月３日～７日、学院全教職員を対象に

実施した。

Ｇ．広報誌「メイプルニュ―ス」の発行

５月２７日「メイプルニュ―ス」第６０号を発行し関係機関等に配布した。

Ｈ．職員新年礼拝の挙行

２０２０年１月６日(月)にギッシュ・ジョージ理事長・院長による「山を越えて」と題

した説教により職員新年礼拝を行った。

Ｉ．長野 彌(元理事長)記念奨学金の授与

２０２０年１月２９日(水)に山梨英和大学大会議室において、勉学の支援と有為な人材

の育成を目的として長野彌記念奨学金の学業奨励奨学金２名(高校・大学各１名)の授与

式を行った。

Ｊ．２０１９年度永年勤続者表彰式挙行

２０２０年３月３０日(月)に永年勤続者に対して表彰状を授与した。

Ｋ．働き方改革関連法案への対応

２０２０年度４月から開始される、所謂同一労働同一賃金への対応として多様な働き方

の有期雇用の教職員に対する諸手当の給付の拡充など、就業規則の大幅な改定を行った。



Ⅲ 財務の概要

１ 2019年度決算の概況

① 資⾦収⽀計算書〔2019年4⽉1⽇〜2020年3⽉31⽇〕

（単位：千円）

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金収入 1,014,774 1,017,219 △ 2,445

手数料収入 13,584 17,525 △ 3,941

寄附金収入 47,183 47,981 △ 798

補助金収入 662,600 709,073 △ 46,473

資産売却収入 0 0 0

付随事業･収益事業収入 20,068 12,743 7,325

受取利息･配当金収入 2,943 3,126 △ 183

雑収入 75,175 75,273 △ 98

借入金等収入 0 0 0

前受金収入 131,210 138,274 △ 7,064

その他の収入 930,383 992,130 △ 61,747

資金収入調整勘定 △ 211,350 △ 254,226 42,876

当年度資金収入合計 2,686,570 2,759,118 △ 72,548

前年度繰越支払資金 1,795,319 1,795,319 0

収入の部合計 4,481,889 4,554,437 △ 72,548

人件費支出 1,201,404 1,189,228 12,176

教育研究経費支出 363,212 368,903 △ 5,691

管理経費支出 123,094 116,211 6,883

借入金等利息支出 122 122 0

借入金等返済支出 33,676 33,676 0

施設関係支出 484,827 392,527 92,300

設備関係支出 47,963 111,818 △ 63,855

資産運用支出 74,169 73,341 828

その他の支出 470,150 489,170 △ 19,020

資金支出調整勘定 △ 60,838 △ 63,992 3,154

当年度資金支出合計 2,737,779 2,711,004 26,775

次年度繰越支払資金 1,744,110 1,843,433 △ 99,323

支出の部合計 4,481,889 4,554,437 △ 72,548

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

《2019年度決算の概況》

予算に対して、収入の部については補助金収入が46,473千円、その他の収入が61,747千円それぞれ増加、支出
の部については人件費支出が12,176千円、施設関係支出が92,300千円それぞれ減少、設備関係支出が63,855
千円増加したことなどにより、次年度繰越支払資金が99,323千円の増加となりました。

大学：28,485千円増（国庫補助金） 中高：3,975千円増

（国庫補助金） こども園：3,370千円増（施設型給付費）、

9,053千円増（地方公共団体補助金）

資金収支計算書は家計簿のように現金預金の出入りを集計した計算書で、当該会計年度の諸活動に対する全ての収

入と支出を明らかにして、支払資金の顛末を明らかにするものです。この計算書の特徴は収入と支出を全て現金預金で

行われたものとして表示し、実際には当該年度の現金預金の収支ではない期末未収入金、前期末前受金、期末未払金

などを資金収支の調整勘定として差引調整計算することで期末現金預金残高を次年度繰越支払資金として表示すると

ころに特徴があります。

大学：3,269千円減 中高：5,082千円減 こども園：

3,667千円減

中高：91,406千円減（改修工事科目変更 →教育研究経

費支出、設備関係支出）

中高：64,691千円増（改修工事科目変更 ←施設関係支

出）
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② 活動区分資⾦収⽀計算書〔2019年4⽉1⽇〜2020年3⽉31⽇〕

（単位：千円）
決算

学生生徒等納付金収入 1,017,219
手数料収入 17,525
特別寄附金収入 11,377
一般寄附金収入 5,648
経常費等補助金収入 700,592
付随事業収入 12,743
雑収入 75,267
教育活動資金収入計 1,840,371
人件費支出 1,189,228
教育研究経費支出 368,903
管理経費支出 116,211
教育活動資金支出計 1,674,342

166,029
△ 7,747
158,282

金 額
施設設備寄付金収入 30,957
施設設備補助金収入 8,481
特定資産取崩収入 404,652
施設整備等活動資金収入計 444,090
施設関係支出 392,527
設備関係支出 111,818
施設設備等引当特定資産繰入支出 625
施設整備等活動資金支出計 504,970

△ 60,880
△ 3,378

△ 64,258
94,024

金 額
47,012

預り金受入収入 461,686
その他の収入 4,847

513,545
受取利息・配当金収入他 3,132
その他の活動資金収入計 516,677
借入金等返済支出 33,676
特定資産繰入支出 72,716
預り金支払支出 436,680

18,444
561,516

借入金等利息支出 122
その他の活動資金支出計 561,638

差引 △ 44,961
調整勘定等 △ 949
その他の活動資金収支差額 △ 45,910

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） 48,114
前年度繰越支払資金 1,795,319
翌年度繰越支払資金 1,843,433
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

収
入

差引

《2019年度決算の概況》

区分

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科 目

収
入

支
出

差引
調整勘定等
教育活動資金収支差額

教育活動資金収支は158,282千円の収入超過、施設設備等活動資金収支は64,258千円、その他の活動資金収
支は45,910千円、それぞれ支出超過となりました。その結果、次年度繰越支払資金は48,114千円増加して
1,843,433千円となりました。

区分 科 目

施設整備等活動資金収支差額
小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

特定資産取崩収入

小計

小計

区分 科 目

支
出

その他の支出

調整勘定等

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

支
出

企業会計におけるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書に相当する計算書で、資金収支計算書を「教育活動」、「施設整備等活動」及び「そ

の他の活動」の3つの活動に区分し、活動ごとの資金の流れを明らかにすることを目的としたものです。文部科学省公表

の財務分析では、「教育活動」である程度のプラスが出ないと、施設整備等に資金を回すことができず、借入金の返済も

できないとして、「教育活動」でどのくらいキャッシュが生み出せているかが重要とされています。

「教育活動」区分は、学校法人の本業で

ある教育研究活動による収支状況を示し

ています。

「施設整備等活動」区分は、施設・設備

の取得状況及びその財源、引当特定資

産へじの繰入状況等を把握することがで

きます。

「その他の活動」区分は、主に資金調達・

資金運用などの財務活動を表し、元本及

び利息等の動向を把握することができま

す。

教育活動資金収支差額は、158,282千円

の収入超過となっており、十分とは言えな

いものの、資金確保ができていると言えま

す。
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③ 事業活動収⽀計算書〔2019年4⽉1⽇〜2020年3⽉31⽇〕

（単位：千円）

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金 1,014,774 1,017,219 △ 2,445

手数料 13,584 17,525 △ 3,941

寄附金 16,703 17,709 △ 1,006

経常費等補助金 658,094 700,592 △ 42,498

付随事業収入 20,068 12,743 7,325

雑収入 75,728 76,325 △ 597

教育活動収入計 1,798,951 1,842,113 △ 43,162

人件費 1,195,805 1,183,584 12,221

教育研究経費 507,990 513,836 △ 5,846

管理経費 136,908 130,047 6,861

徴収不能額等 0 201 △ 201

教育活動支出計 1,840,703 1,827,668 13,035

教育活動収支差額 △ 41,752 14,445 △ 56,197

受取利息・配当金 2,943 3,126 △ 183

教育活動外収入計 2,943 3,126 △ 183

借入金等利息 122 122 0

教育活動外支出計 122 122 0

教育活動外収支差額 2,821 3,004 △ 183

経常収支差額 △ 38,931 17,449 △ 56,380

施設設備寄附金 30,960 30,957 3

現物寄附 35,659 36,638 △ 979

施設設備補助金 4,506 8,481 △ 3,975

その他の特別収入 5 5 0

特別収入計 71,130 76,081 △ 4,951

資産処分差額 17,452 17,748 △ 296

特別支出計 17,452 17,748 △ 296

特別収支差額 53,678 58,333 △ 4,655

14,747 75,782 △ 61,035

△ 575,044 △ 545,874 △ 29,170

△ 560,297 △ 470,091 △ 90,205

△ 1,408,310 △ 1,408,310 0

△ 1,968,607 △ 1,878,401 △ 90,205

（参考）

事業活動収入計 1,873,024 1,921,320 △ 48,296

事業活動支出計 1,858,277 1,845,538 12,739

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

翌年度繰越収支差額

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

特
別
収
支

収
入

支
出

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

教
育
活
動
収
支

収
入

支
出

当年度収支差額は、予算に対し90,205千円改善 し、560,297千円の支出超過から470,091千円の支出超過となり
ました。これは主に、経常費等補助金の増加と人件費の減少に伴う教育活動収支差額の改善によるものです。
上記支出超過額のほとんどは、「山梨英和学院中長期経営計画」に係る中学校・高等学校の校舎統一工事の実
施によるものです。これらを含めて、「中期財務計画」は概ね計画以上の数値で推移しています。

《2019年度決算の概況》

区分

事業活動収支計算書は企業会計における「損益計算書」に相当する計算書で、当該会計年度の事業活動収入及び事

業活動支出の内容と基本金組入後の収支均衡の状態を明らかにする計算書です。この計算書で用いられる「事業活動

収入」とは学校法人の負債とならない収入であり、「事業活動支出」は実際に現金預金の支出を伴わない減価償却額や

退職給与引当金繰入額などを含めた金額となります。

教育活動収支は、経常的な収支のうち、
学校法人の本業である教育研究活動に

関する区分です。

特別収支は、一時的に発生した臨時的な

収支に関する区分です。

教育活動外収支は、経常的な収支のう

ち、財務活動に関する区分です。

教育活動収支差額は、経常費等補助金

が42,498千円増加、人件費が12,221千

円減少したことなどにより、予算に対して

56,197千円改善して14,445千円の収入

超過となりました。

教育活動収支差額、教育活動外収支差

額、特別収支差額が予算に対して改善

したことにより、基本金組入前当年度収

支差額は61,035千円改善し、75,782千円

の収入超過となりました。

（教育研究経費）減価償却費：144,278千円

（管理経費）減価償却費： 12,874千円
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④ 貸借対照表〔2020年3⽉31⽇〕

（単位：千円）
本年度末 前年度末 増減
10,639,302 10,653,459 △14,157

土地 3,118,134 3,118,134 0
建物 4,283,118 4,040,818 242,300
構築物 193,096 178,437 14,659
教育研究用機器備品 251,181 127,186 123,995
管理用機器備品 13,336 11,363 1,973
図書 639,201 654,918 △15,717
車両 1,620 2,639 △1,019
建設仮勘定 0 1,998 △1,998

計 8,499,686 8,135,493 364,193
退職給与引当特定資産 254,684 251,659 3,025
減価償却引当特定資産 446,848 683,237 △236,389
施設設備引当特定資産 149,517 254,086 △104,569
将来計画引当特定資産 561,387 561,331 56
経常費引当特定資産 405,368 405,328 40
奨学金引当特定資産 134,897 150,027 △15,130
その他の特定資産 70,282 95,639 △25,357

計 2,022,983 2,401,307 △378,324
有価証券 92,112 92,112 0
出資金 11,691 11,691 0
奨学貸付金 4,937 5,427 △490
その他 7,893 7,429 464

計 116,633 116,659 △26
1,963,726 1,903,329 60,397

現金預金 1,843,433 1,795,319 48,114
未収入金 99,995 74,534 25,461
前払金 5,937 31,910 △25,973
その他の流動資産 14,361 1,566 12,795

12,603,028 12,556,788 46,240

262,133 268,335 △6,202
退職給与引当金 262,133 268,335 △6,202

224,987 248,328 △23,341
短期借入金 0 33,676 △33,676
未払金 32,082 30,380 1,702
前受金 138,274 154,631 △16,357
その他の流動負債 54,631 29,641 24,990

487,120 516,663 △29,543

13,994,309 13,448,435 545,874
第１号基本金 13,861,309 13,315,435 545,874
第４号基本金 133,000 133,000 0

△1,878,401 △1,408,310 △470,091
翌年度繰越収支差額 △1,878,401 △1,408,310 △470,091

12,115,908 12,040,125 75,783

12,603,028 12,556,788 46,240
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

2019年度末の資産総額は46,240千円増加して12,603,028千円となりました。一方、負債は29,543千円減少し、
487,120千円となりました。長期的に財政状態が安定しているかを測る指標の「純資産構成比率（数値が高い
ほど、必要な資産を自力で調達していることを表し、財政的に安定していることを示す。）」は、96.1%と高水準に
あり、健全性が確保できていると言えます。

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

《2019年度決算の概況》

科 目
固定資産

有
形
固
定
資
産

流動資産

特
定
資
産

そ
の
他

固定負債

流動負債

基本金

繰越収支差額

資産の部合計

負債の部合計

貸借対照表は当該会計年度末における学校法人の財政状態を明らかにすることを目的としたものです。資産の部

は土地や建物などの有形固定資産、退職給与引当特定資産などの特定資産、現預金などの流動資産など、資金の

運用形態を表し、負債の部及び純資産の部は、長期借入金などの固定負債、基本金など、資産の調達源泉を表し

ています。

「山梨英和学院中長期経営計画」

に基づき、中学校・高等学校の校

舎統一工事を実施し、これにより

減価償却の進行がありつつも、

有形固定資産が増加し、一方で

その財源である特定資産が減少

しました。

土 地： 8,498千円増加

建 物：391,639千円増加

構 築 物： 28,063千円増加

教育用機器備品：129,294千円増加

管理用機器備品： 3,827千円増加

図 書： 15,717千円減少

ソ フ ト ウ エ ア： 2,268千円増加

建 設 仮 勘 定 ： 1,998千円減少

「大学校地取得校舎建築資金」借

入金を完済しました。
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2 決算その他

① 有価証券の状況〔2020年3⽉31⽇〕

② 寄附⾦の状況〔2019年4⽉1⽇〜2020年3⽉31⽇〕

③ 補助⾦の状況〔2019年4⽉1⽇〜2020年3⽉31⽇〕

④ 借⼊⾦、学校債、収益事業の状況

該当なし

⑤ 関連当事者との取引状況

記載すべき事項なし

⑥ その他

記載すべき事項なし

指定寄附金

学生会館建設資金

指定寄附金

130周年記念事業

教育振興資金

指定寄附金

評価損益

4,989,218

1,304,000

0

3,620,000

499,700

0

80,200

649,300

11,142,418

摘 要

4,731,600

特定資産

特定資産

有価証券

特定資産

AA型種類株式

600,000

3,100,000

30,356,897

2,650,000

補助金の種類 部門等 金 額

現物寄附 大学 個人・団体

中学校・高等学校 個人・団体

こども園 個人・団体

摘 要

団体

中学校・高等学校

709,073,313計

施設型給付費 こども園 341,406,300

地方公共団体補助金（その他） こども園 24,065,010

地方公共団体補助金（運営費） こども園 2,940,000

地方公共団体補助金（その他） 中学校・高等学校 1,464,699

国庫補助金 中学校・高等学校 8,398,000

地方公共団体補助金（運営費） 中学校・高等学校 235,554,000

保護者

PTA

地方公共団体補助金 大学 178,304

93,080

30,925,697

5,414,241

983,158

85,304,096

475,627

326,296

3,920,000

1,727,500

国庫補助金（経常費） 大学 95,067,000

後援会

計

共通 個人・団体

保護者

PTA

一般寄附金 大学 後援会

中学校・高等学校

大学 保護者

特別寄附金 維持協力会 個人・団体

有価証券

有価証券

寄附金の種類 部門等 寄附者 金 額

特定資産

特定資産

99,800,000

5,299,000

100,000,000

100,299,700住宅金融支援機構10年債

区分

株式

国債

社債

公債

金融商品名 摘 要帳簿価額 評価額 該当科目

6,140,576

80,672,000

100,000,000

200,000,000

11,129,794

81,976,000

100,000,000

203,620,000山梨県公募公債10年債

29,522株東京電力

341回10年国債

東日本高速道路5年債

100,000,000

691,911,576

5,299,000

100,080,200

100,649,300

703,053,994

トヨタ自動車

住宅金融支援機構5年債

住宅金融支援機構10年債

計

- 33 -



3 経年⽐較、経営状況の分析

① 資⾦収⽀計算書〔2015〜2019年度〕
《資⾦収⽀の推移》

（単位：千円）
科 目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

学生生徒等納付金収入 1,243,048 1,170,502 1,039,660 994,056 1,017,219
手数料収入 16,447 13,058 13,966 16,065 17,525
寄附金収入 27,718 33,937 35,328 39,091 47,981
補助金収入 660,350 677,259 631,112 641,057 709,073
資産売却収入 86,385 13,061 95,894 756 0
付随事業・収益事業収入 24,521 24,362 24,472 21,577 12,743
受取利息・配当金収入 1,228 846 678 2,094 3,126
雑収入 101,689 91,419 61,383 78,951 75,273
前受金収入 142,250 117,368 139,746 154,631 138,274
その他の収入 537,029 601,898 532,944 499,322 992,130
資金収入調整勘定 △ 287,842 △ 221,751 △ 184,009 △ 213,768 △ 254,226
当年度資金収入合計 2,552,823 2,521,960 2,391,173 2,233,833 2,759,118
前年度繰越支払資金 1,395,309 1,591,760 1,576,156 1,733,961 1,795,319
収入の部合計 3,948,132 4,113,720 3,967,329 3,967,794 4,554,437
人件費支出 1,190,693 1,196,059 1,164,217 1,154,936 1,189,228
教育研究経費支出 401,549 387,999 318,020 306,038 368,903
管理経費支出 97,393 91,213 101,957 109,322 116,211
借入金等利息支出 1,137 632 462 291 122
借入金等返済支出 34,074 34,074 34,074 34,074 33,676
施設関係支出 7,552 35,691 16,460 15,053 392,527
設備関係支出 40,773 27,443 8,321 8,494 111,818
資産運用支出 168,873 349,032 137,887 129,566 73,341
その他の支出 473,631 485,057 504,665 475,219 489,170
資金支出調整勘定 △ 59,303 △ 69,637 △ 52,695 △ 60,519 △ 63,992
当年度資金支出合計 2,356,372 2,537,564 2,233,369 2,172,475 2,711,004
次年度繰越支払資金 1,591,760 1,576,156 1,733,961 1,795,319 1,843,433
支出の部合計 3,948,132 4,113,720 3,967,329 3,967,794 4,554,437
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

収入では、学生数等の減少により学生生徒納付金収入が減少しました。補助金収入は幼児教育無償
化に伴い施設型給付費が増加しました。支出では、人件費支出は横ばい、教育研究経費支出は減少
傾向で推移しています。次年度繰越支払資金は漸増しています。

2,552,823 2,521,960
2,391,173

2,233,833

2,759,118

2,356,372

2,537,564

2,233,369 2,172,475

2,711,004

1,591,760 1,576,156
1,733,961 1,795,319 1,843,433

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

資金収支の推移

当年度資金収入合計 当年度資金支出合計 次年度繰越支払資金
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② 活動区分資⾦収⽀計算書〔2015〜2019年度〕

（単位：千円）
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

学生生徒等納付金収入 1,243,048 1,170,502 1,039,660 994,056 1,017,219

手数料収入 16,448 13,058 13,966 16,065 17,525

特別寄附金収入 20,138 16,687 29,292 18,046 11,377

一般寄附金収入 6,680 6,291 5,536 5,319 5,648

経常費等補助金収入 646,601 663,858 621,560 638,610 700,592

付随事業収入 24,521 24,363 24,472 21,577 12,743

雑収入 101,689 91,419 61,383 78,853 75,267

教育活動資金収入計 2,059,125 1,986,178 1,795,869 1,772,526 1,840,371

人件費支出 1,190,694 1,196,059 1,164,217 1,154,936 1,189,228

教育研究経費支出 401,549 387,999 318,020 306,038 368,903

管理経費支出 97,393 91,213 101,950 109,320 116,211

教育活動資金支出計 1,689,636 1,675,271 1,584,187 1,570,294 1,674,342

369,489 310,907 211,682 202,233 166,029

△ 54,476 45,683 14,978 811 △ 7,747

315,013 356,590 226,660 203,044 158,282

施設設備寄附金収入 900 10,959 500 15,726 30,957

施設設備補助金収入 13,749 13,401 9,552 2,447 8,481

施設設備売却収入 0 0 0 756 0

特定資産取崩収入 0 77 0 1,998 404,652

施設整備等活動資金収入計 14,649 24,437 10,052 20,927 444,090

施設関係支出 7,552 35,691 16,460 15,053 392,527

設備関係支出 40,773 27,443 8,322 8,494 111,818

特定資産繰入支出 1,936 85,973 20,823 575 625

施設整備等活動資金支出計 50,261 149,107 45,605 24,122 504,970

△ 35,612 △ 124,670 △ 35,553 △ 3,196 △ 60,880

△ 12,429 300 2,728 7,075 △ 3,378

△ 48,041 △ 124,370 △ 32,825 3,879 △ 64,258

266,972 232,220 193,835 206,923 94,024

有価証券売却収入 86,385 13,061 95,894 0 0

53,040 41,717 22,398 15,525 47,012

預り金受入収入 382,087 419,876 424,713 410,354 461,686

その他 26,209 4,812 6,118 5,017 4,847

547,721 479,466 549,123 430,896 513,545

受取利息・配当金収入他 1,228 846 678 2,193 3,132

その他の活動資金収入計 548,949 480,312 549,801 433,089 516,677

借入金等返済支出 34,074 34,074 34,074 34,074 33,676

有価証券購入支出 87,062 0 0 0 0

特定資産繰入支出 79,875 263,059 117,064 128,991 72,716

378,631 427,044 429,279 411,145 436,680

その他 38,714 2,938 4,955 4,159 18,444

618,356 727,115 585,372 578,369 561,516

借入金等利息支出 1,137 632 469 293 122

その他の活動資金支出計 619,493 727,747 585,841 578,662 561,638

差引 △ 70,544 △ 247,435 △ 36,040 △ 145,573 △ 44,961

調整勘定等 23 △ 390 9 8 △ 949

その他の活動資金収支差額 △ 70,521 △ 247,825 △ 36,030 △ 145,564 △ 45,910

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） 196,451 △ 15,604 157,805 61,359 48,114

前年度繰越支払資金 1,395,309 1,591,760 1,576,156 1,733,961 1,795,319

翌年度繰越支払資金 1,591,760 1,576,156 1,733,961 1,795,319 1,843,433

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

収
入

支
出

預り金支払支出

差引

調整勘定等

施設整備等活動資金収支差額

小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）

小計

小計

科 目

教育活動資金収支差額
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差引

収
入

支
出

特定資産取崩収入
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③ 事業活動収⽀計算書〔2015〜2019年度〕

（単位：千円）

科 目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
学生生徒等納付金 1,243,048 1,170,502 1,039,660 994,056 1,017,219
手数料 16,447 13,058 13,966 16,065 17,525
寄附金 28,138 24,046 35,421 24,604 17,709
経常費等補助金 646,601 663,858 621,560 638,610 700,592
付随事業収入 24,521 24,362 24,472 21,577 12,743
雑収入 101,689 95,071 62,087 80,272 76,325
教育活動収入計 2,060,444 1,990,898 1,797,166 1,775,185 1,842,113
人件費 1,197,385 1,180,832 1,159,890 1,147,429 1,183,584
教育研究経費 566,590 542,064 465,747 453,424 513,836
管理経費 111,408 106,036 115,270 121,782 130,047
徴収不能額等 296 250 0 110 201
教育活動支出計 1,875,679 1,829,182 1,740,908 1,722,745 1,827,668
教育活動収支差額 184,765 161,716 56,258 52,439 14,445
受取利息・配当金 1,228 846 678 2,094 3,126
教育活動外収入計 1,228 846 678 2,094 3,126
借入金等利息 1,137 632 462 291 122
教育活動外支出計 1,137 632 462 291 122
教育活動外収支差額 91 214 216 1,803 3,004
経常収支差額 184,856 161,930 56,474 54,242 17,449
資産売却差額 0 0 57,124 289 0
その他の特別収入 17,654 26,170 13,639 20,345 76,081
特別収入計 17,654 26,170 70,763 20,634 76,081
資産処分差額 10,048 7,759 3,862 4,135 17,748
その他の特別支出 0 31 7 2 0
特別支出計 10,048 7,790 3,870 4,137 17,748
特別収支差額 7,606 18,380 66,893 16,497 58,333

192,462 180,310 123,367 70,739 75,782
△ 11,161 △ 77,212 △ 49,643 △ 36,883 △ 545,874
181,301 103,097 73,725 33,856 △ 470,091

△ 1,842,166 △ 1,660,304 △ 1,520,612 △ 1,446,134 △ 1,408,310
561 36,595 753 3,968 0

△ 1,660,304 △ 1,520,612 △ 1,446,134 △ 1,408,310 △ 1,878,401
（参考）

事業活動収入計 2,079,326 2,017,915 1,868,607 1,797,913 1,921,320
事業活動支出計 1,886,864 1,837,605 1,745,240 1,727,174 1,845,538
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

教
育
活
動
外
収
支

翌年度繰越収支差額

特
別
収
支

収
入

支
出

基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額
前年度繰越収支差額
基本金取崩額

教
育
活
動
収
支

収
入

《事業活動収支の推移》

事業活動収入は減少傾向にありますが、概ね19億円前後で推移しています。また、事業活動支出は、
18億円前後で推移しています。これにより、基本金組入前当年度収支差額は、8千万円～2億円の収
入超過となっています。基本金組入額は、2019年度に大幅に増加していますが、ほとんどが「山梨英
和学院中長期経営計画」に係る中学校・高等学校の校舎統一工事によるものです。
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収
入
支
出

2,079,326 2,017,915
1,868,607 1,797,913
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④ 貸借対照表〔2015〜2019年度〕

（単位：千円）

2015年度末 2016年度末 2017年度末 2018年度末 2019年度末

固定資産 10,507,884 10,701,893 10,683,502 10,653,459 10,639,302

有形固定資産 8,515,412 8,408,794 8,273,067 8,135,493 8,499,686

特定資産 1,858,044 2,167,595 2,289,263 2,401,307 2,022,983

その他の固定資産 134,428 125,505 121,172 116,659 116,633

流動資産 1,814,504 1,723,013 1,831,768 1,903,329 1,963,726

資産の部合計 12,322,388 12,424,906 12,515,270 12,556,788 12,603,028

固定負債 401,363 348,917 310,435 268,335 262,133

流動負債 255,316 229,971 235,449 248,328 224,987

負債の部合計 656,679 578,888 545,885 516,663 487,120

基本金 13,326,013 13,366,631 13,415,520 13,448,434 13,994,309

第１号基本金 13,160,013 13,233,631 13,282,520 13,315,434 13,861,309

第４号基本金 166,000 133,000 133,000 133,000 133,000

繰越収支差額 △1,660,304 △1,520,612 △1,446,135 △1,408,310 △1,878,401

純資産の部合計 11,665,709 11,846,018 11,969,386 12,040,125 12,115,908

負債及び純資産の部合計 12,322,388 12,424,906 12,515,270 12,556,788 12,603,028

《貸借対照表の推移》

資産は概ね横ばいで推移していますが、安定的な財政基盤の確保に資するための特定資産は1億6
千万円ほど増加しました。負債は「大学校地取得校舎建築資金」借入金を完済したことにより、1億7千
万円ほど減少しました。また、純資産は、主に「山梨英和学院中長期経営計画」に係る中学校・高等
学校の校舎統一工事により4億5千万円増加しました。
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負
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部

資
産
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部

科 目

10,507,884 10,701,893
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1,814,504 1,723,013 1,831,768 1,903,329 1,963,726

656,679 578,888 545,885 516,663 487,120
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13,994,309
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 ⑤ 主な財務⽐率〔2015〜2019年度〕
（単位：％） 〔参考〕

全国平均値

2018年度
人件費

経常収入
教育研究経費

経常収入
管理経費
経常収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入
事業活動支出

（事業活動収入-基本金組入額）

学生生徒納付金
経常収入

基本金組入額
事業活動収入

純資産
（総負債+純資産）
繰越収支差額

（総負債+純資産）
固定資産
純資産

流動資産
流動負債

（総負債-前受金）
総資産

運用資産
要積立額

教育活動資金収支差額
教育活動資金収入

（注1）経常収入＝教育活動収入＋教育活動外収入

（注2）運用資産＝現金預金+特定資産+有価証券

（注3）要積立額＝退職給与引当金＋減価償却累計額

（注4）全国平均値＝大学法人規模別（1～2千人)の平均値〔日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」から転載〕
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Ⅳ 用語解説

１ 計算書について

□ 資金収支計算書

□ 活動区分資金収支計算書

□ 事業活動収支計算書

□ 貸借対照表

2 計算書の項目について

□ 資金収支及び事業活動収支計算書に共通して表れる主な科目

学生生徒納付金
手数料
補助金
付帯事業・収益事業

□ 資金収支計算書のみに表れる主な科目
資金調整勘定

施設関係支出
設備関係支出

□ 事業活動収支計算書のみに表れる主な科目
基本金組入額

3 学校法人会計の特徴と企業会計との⽐較について

学校法人が諸活動を行っていくために必要な資産を継続的に維持するための金額であり、
事業活動収入から組入れられます。学校法人会計基準では以下の４つの基本金が定めら
れています。
第１号基本金：設立や規模拡大のために取得した固定資産の価額
第２号基本金：将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産の額
第３合金本金：基金として継続的に保持し、運用する金銭その他の資産の額
第４号基本金：恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定める額

企業の代表的組織形態である株式会社は、株主の会社への出資によりされています。この出資は、会社の細分化
された持分を表すことになります。これに対して学校法人には出資という概念はありません。設立は寄附によって
行われ、学校法人に対する持分が外部に生じることはありません。これは、教育の独立性を担保するものであり、
所有者の意向を受けて、教育が偏ることを防止していると言えます。このような違いから、企業における根本原則
は定款と呼ばれていますが、学校法人では寄附行為と呼ばれています。
学校法人は、4つの原則（真実性の原則・複式簿記の原則・明瞭性の原則・継続性の原則）により会計処理を行
い、計算書類を作成しなければならないとされていますが、企業会計の原則にも同様の一般原則があり、基本的に
は同じです。
ただし、私立学校法に定められた収益事業を行う学校法人においては、それに係る会計処理および計算書類の作
成は、一般的に公正妥当と認められる企業会計の原則に従って行われなければならないとされています。

資金収支計算において当該年度の支払資金の動きを明らかにするため設けられた資金の
調整勘定です。収入の部「資金収入調整勘定」においては期末未収入金（翌年度以降に入
金される収入）と前期末前受金（前年度の入学金や授業料など前年度までにすでに受入れ
ている収入）です。また、支出の部「資金支出調整勘定」では、期末未払金（翌年度以降に支
払う支出）と前期末前払金（前年度までに支払った支出）です。

土地、建物、構築物などの取得費用です。
教育研究用機器備品支出、管理用機器備品支出などです。

資金収支計算書は、当該年度に行った諸活動に対応するすべての資金の収入・支出の内容と支払資金のてん末
を明らかにしたものです。これにより学校法人のキャッシュフローの状況を把握することができます。

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の付表として、資金の動きを教育・施設整備等・その他の3つの活
動に分類し、活動区分ごとの資金の流れを明確に把握することができます。

事業活動収支計算書は、当該年度の収益・費用の内容及び均衡の状態を明らかにしたものです。基本金の組入を
除けば、企業会計の損益計算書と変わりがないものです。これにより学校法人の財務の状況を把握することがで
きます。

貸借対照表は、決算時（年度末）における資産、負債、純資産を対照表示するもので、学校法人の財政状態を明ら
かにするものです。

授業料、入学金など学生生徒等が納入したもので、収入の大きな割合を占めます。
入学検定料や証明書発行手数料などです。
国や地方公共団体からの助成金です。
課外講座の開講に伴う受講料収入や外部機関からの依頼に基づく受託研究収入などです。
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